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予算編成過程の公表について 

 

公正で開かれた区政を推進する一環として、政策的な判断が必要となる当初歳出予算

について、予算要求時と予算案決定時の二段階で、要求内容や査定状況などの予算編成

過程を公表します。 

 現在、第１段階の予算要求時の内容について、以下の場所の他、目黒区ホームページ

でご覧になれます。 

・目黒区総合庁舎本館４階財政課（目黒区上目黒二丁目１９番１５号）  

・図書館 

 

１ 公表対象 

・当初歳出予算事業のうち、政策的な判断が必要となる事項（①実施計画事業費、②

重点化対象事業費、③投資的経費等、④その他区政・財政への影響が大きな事業に

関する事項を「政策枠経費」と呼んでいます。）として要求があったもの。 

・令和７年度当初予算の公表対象の政策枠経費は、３６６億８千万円余（うち、実施

計画事業分は２１１億２千万円余）の要求がありました。 

 

区分 説 明 

実施計画事業費 
実施計画事業費のうち当該年度分について予算要求を行いま

す。 

重点化対象事業費 
区として重点的に取り組むと決定した政策課題を解決する事

業について、予算要求を行います。 

投資的経費等 

ひとつの事業に要する一般財源額が大きく、全庁単位で財源

投入の判断を行う必要があること、また中長期的スパンで管

理する必要があるものについて、予算要求を行います。 

工事請負費・備品購入費・システム開発費でいずれも１件当

たりの一般財源が５００万円以上要するものや、新たに実施

する長期的な施設整備補助が該当します。 

その他区政・財政へ

の影響が大きな事業 

今後新たな方向付けを行うもの、既存の事業に大きな影響を

及ぼすもの、区民・関係団体からの反響の大きいもの、その

他財政負担が多大なもの（一般財源が５００万円以上又は充

当する特定財源が５００万円以上）について予算要求を行い

ます。 

 

２ 公表する時期及び公表する様式 

予算要求時のものは１２月中旬に、予算案決定時のものは２月中旬に、｢見本｣

（１２ページ参照）の様式により公表します。 
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３ 当初予算編成の流れ（政策枠経費） 

時 期 内 容 

９月上旬 行財政運営基本方針の策定 （※３ページ以降参照） 

９月上旬から１０月下旬 各部局で予算要求内容検討 

１０月下旬 政策枠経費予算要求締切 

１２月中旬 予算要求状況の公表 

１２月上旬から下旬 区長査定 

１２月下旬 予算原案決定 

１月下旬 予算案決定 

２月上旬 当初予算プレス発表 

２月中旬 予算要求から予算案までの編成過程の公表 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

目黒区企画経営部財政課 

所在地 〒153-8573 

目黒区上目黒二丁目１９番１５号 

目黒区総合庁舎４階 

電話 03-5722-9137（直通） 
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令和７年度行財政運営基本方針 

令和６年９月２日 

第１ 区政を取り巻く状況 

１ 国際情勢などによる区⺠への影響 

ロシアによるウクライナ侵略の⻑期化や不安定な中東情勢など、国際社会におけ
る緊迫の度合いが高まっている。また、地球温暖化による気候変動が世界全体の課
題として顕在化してきている。 

こうした国際的規模の事象が、原材料費等の高騰による物価上昇や風水害の激甚
化・頻発化といった問題の要因となっており、世界の出来事が直接的に区⺠⽣活に
大きな影響を及ぼすようになってきている。 

経済面では、日経平均株価が史上最大の下げ幅を記録するなど不安定な状況が起
きており、国際情勢の不透明な状況と相まって、地域社会においてさまざまな面で
不確実性の高い状況が一層顕著となってきている。 

区は、基礎自治体として主体的に政策を進めることと合わせ、国や都の実施する
政策を効果的・効率的に地域課題解決に結びつける視点を持ち、国や都と連携しな
がら、区⺠⽣活を⽀えるために必要な取組について適切に実施していく。 

２ 景気の動向 

令和６年８月の内閣府の月例経済報告による経済基調判断では、景気は、一部に
足踏みが残るものの、緩やかに回復しているとされている。先行きについては、雇
用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこと
が期待される。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産市
場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリ
スクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動
等の影響に十分注意する必要があるとされた。 

本区の中小企業の景況に係る調査における令和６年度第１四半期の業種別業況
傾向について見ると、前期との比較ではサービス業が大きく好転する一方、建設業
と小売業は低調となっており、業種によってバラつきが見られる状況である。なお、
次期第２四半期の見通しは横ばいの見込みの業種が多くなっている。 

３ 国・東京都の動き 

政府は令和６年６月２１日に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針２０
２４」において、「所得増加・賃上げ定着」、「中堅・中小企業の活性化」、DX・
GX への投資拡大など「投資の拡大・革新技術の社会実装による社会課題への対応」、
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「スタートアップのネットワーク形成や海外との連結性向上による社会課題への
対応」、デジタル田園都市国家構想など「地方創⽣・地域における社会課題への対
応」、「幸せを実感できる包摂社会の実現」、「持続的な経済成⻑の礎となる国際
環境変化への対応」、「防災・減災及び国土強靱化の推進」を掲げている。 

また、東京都は「『未来の東京』戦略 version up ２０２４」において、今が人・
知・技術・産業・情報の集積地である東京のポテンシャルを最大限活かして持続可
能な未来へつなげる時だとし、「人が輝く」、「国際競争力の強化」、「安全・安
心」、「構造改革」の４つを政策強化のポイントとしている。 

４ 令和７年度の財政収⽀見通し 

 区の令和５年度普通会計決算では、歳入は、特別区税が雇用・所得環境の改善 
が見られたことに伴い増となったとともに、特別区交付金が、財源である法人住⺠
税について、コロナ禍でも業績を伸ばしていた産業が引き続き好調なことに加え、
コロナ禍で業績が落ち込んでいた産業の収益が持ち直したことなどに伴い増とな
ったことにより、一般財源総額は前年度比５６億円余、７．３％増の８２８億円余
となった。 
 歳出は、基本計画や実施計画に定める取組への対応を積極的に行うことを基本と
しながら、コロナ対策や原油価格・物価高騰対策に優先的に取り組み、総額１，２
３７億円余となった。前年度との比較では、新型コロナワクチン接種に係る物件費
や基金への積立金が減となった一方で、私立保育所への保育委託などの扶助費や、
子育て応援給付金などの補助費等が増となったことなどにより、１億円余、０．１％
の増となった。 
 令和７年度は、歳入面では、令和６年度に行われた個人住⺠税の定額減税分の復
活もあり、特別区税や特別区交付金が堅調に推移するものと見込まれる一方で、不
安定な国際情勢などに伴う原油価格・原材料価格の高騰、ふるさと納税の影響によ
る区税収入の減収影響拡大、国による新たな税源偏在是正の動きといった懸念があ
るため、予断を許さない状況である。 
 歳出面では、子育て施策の拡充に伴う経常的経費の増加が続く見込みであり、加
えて、原油価格・原材料価格の高騰などの課題に引き続き対応していく必要がある。
さらに、現在改定作業中の実施計画に定める取組、社会保障経費の対応、区有施設
の更新など、中⻑期的に区政の諸課題に取り組むための経費が積み上がっていく見
通しとなっていることに留意する必要がある。 

５ 人口動向 

政府によると、我が国の人口減少は、２０３０年代にさらに加速することが見込
まれている。 

⽬⿊区においては、人口は令和２年をピークに一旦減少に転じたが、令和４年 3
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月以降、若干の回復傾向を見せている。年代別では令和 2 年１月以降、３０代後半
から４０代が減少傾向となり、５０代は増加傾向にある状況が概ね継続している。 

直近では２０代の回復傾向が見え始めているが、今後も人口の動向を慎重に観
察・分析していく必要がある。 

第２ 区政運営の基本姿勢 

基本構想に掲げたまちの将来像である「さくら咲き 心地よいまち ずっと め
ぐろ」の実現に向けて、令和４年３月に「⽬⿊区基本計画」を策定し、基本構想で
示した「区政運営方針」に基づく区政運営の基本的考え方及び施策立案の視点を定
めている。 

これを踏まえ、令和７年度の区政運営の基本姿勢については、以下のとおりとす
る。 

１ 平和への貢献と人権・多様性を尊重する地域社会の実現 

令和７年度は終戦から８０年を迎える節⽬の年となる。戦争を経験した方々が少
なくなる中にあっても、引き続き、平和都市宣言区として、戦争の悲惨さ、平和の
尊さを次世代に継承していく。 

また、令和 7 年度は「人権の世紀」といわれる２１世紀の四半世紀が経過する年
度となる。国際社会が⽬指す、多様性を尊重する社会に向けて、⽬⿊区においても、
一人ひとりの違いを受け入れ認め合える地域社会の実現に向けて取組を進める。 

２ 地域コミュニティの形成と多様な主体との連携の推進 

人口構造や社会状況の変化に伴い、多様化・複雑化する地域課題に的確に対応し
ていくためには、地域社会を構成する区⺠・団体・企業・教育機関・行政など多様
な主体が、連携・協力をしながらより良い地域社会を形成していく必要がある。 

防災、福祉、子育て、環境、教育といった幅広い分野で、ネットワークを形成し、
連携を推進していくために必要な⽀援や活性化に向けた取組を進める。 

３ 持続可能な行財政運営に向けた取組の推進 

今後、学校施設をはじめとした⽼朽化する区有施設の計画的更新や、区⺠センタ
ーの建替、自由が丘駅周辺地区及び中⽬⿊駅周辺地区における市街地再開発の推進
など、⻑期的ビッグプロジェクトが本格化する。区債残高は増加していく一方、基
金残高は減少の一途をたどり、大変厳しい財政状況となることが見込まれる。 

区⺠⽣活をしっかりと⽀えながら、地域社会の維持・発展に必要なインフラの更
新を行っていくため、限られた経営資源を有効活用していくための取組を加速させ
る。 
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第３ 区政の重要課題と施策の方向性 

基本計画の着実な実行を基本とし、中⻑期的な視点に立ち、将来にわたって持続
可能な行財政運営を行っていくため、以下の５点を令和７年度の重要課題と位置付
けて区政運営を進める。 

１ 多様性と包摂性のある地域社会の構築 

誰もが一人の人間として尊重される多様性と包摂性のある誰にとっても暮らし
やすい社会を⽬指し、各行政分野の取組を進めていく。 

人権に対する意識調査を実施し、幅広く現状把握をするとともに、障害者参加型
防災訓練の内容充実、福祉分野の人材確保などに向けた事業の実施、ひきこもり⽀
援ステーション事業の開始、手話に関する施策の推進など福祉分野における取組を
進めるとともに、約１１，０００人の外国人住⺠が安心して暮らせる環境や交流機
会の確保など多文化共⽣の推進にも取り組む。 

「めぐろ芸術文化振興プラン」と「⽬⿊区スポーツ推進計画」を改定するなど、
地域社会の理想の姿を様々な切り口から再検討する。 

また、誰もが暮らしやすい地域社会の土台となる平和への取組をこれまでも継続
してきたが、令和７年度は終戦から８０年、平和都市宣言から４０年の節⽬の年と
なることから、小中学⽣広島派遣の派遣者数の増など、平和記念事業の充実を図る。 

２ 安全・安心への取組と計画的なまちづくり 

巧妙化、悪質化している特殊詐欺などに対する防犯対策、防災行政無線をはじめ
とした機器類の更新など防災対策、感染症に係る訓練等の実施など健康危機管理の
強化を行う。併せて消費者被害の未然防止や早期解決に向けた啓発の強化を図る。 

また、まちづくりに関しては、喫煙所整備と合わせ路上喫煙及び歩行喫煙禁止の
啓発、区有施設への再⽣可能エネルギー設備の積極導入などゼロカーボンシティの
実現に向けた取組を行う。さらに木造住宅密集地域の居住環境の改善とともに、街
路樹の植替や公園リノベーション工事などによるみどりの保全など多角的な取組
を進める。 

加えて、令和５年度から検討を行っている建物の高さ制限のあり方の見直しにつ
いて、引き続き説明会等を丁寧に行いながら、令和７年度の都市計画決定に向けて
取り組んでいく。 

３ 子どもを取り巻く環境整備と教育の充実 

現在、改修整備を進めている旧鷹番保育園に改正児童福祉法に基づき設置が求め
られている「こども家庭センター」を開設し、妊娠期から子育て期にわたる切れ⽬
ない⽀援を⺟子保健と児童福祉の両機能の連携により充実させていく。また、同施
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設内に設置される東京都の児童相談所サテライトオフィスとの連携を強め、子ども
に対する虐待などへの対応についても機能を強化する。加えて、中高⽣を含めた多
様な居場所づくりなどについて令和６年度改定の「子ども総合計画」に基づく取組
を行う。 

学校教育では「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善の取組や１人
１台学習用情報端末の更新をはじめとする学校ＩＣＴ環境整備、校内別室指導⽀援
員配置などによる不登校等への対応を着実に進めていくとともに、「子どもの読書
活動の推進に関する計画」を策定する。また、部活動の地域移行に向けた外部指導
者の配置・検証や用務等の学校業務の委託など教職員の働き方改革を進める。加え
て先行実施校における学校運営協議会の設置及び地域学校協働活動との一体的な
推進により、「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」に
向けて取り組んでいく。 

４ システム標準化への取組と DX の推進 

地方公共団体情報システム標準化に関する法律等の関係法令に基づき、移行計画
に沿って地方公共団体情報システムの標準化を順次実施する。また、行政のあらゆ
る分野に対して、デジタル技術を上手に活用し、区⺠サービスの向上及び庁内の業
務改革に取り組む。 

行政手続のオンライン化については国が推奨する手続に加え、区⺠からの申請件
数が多い手続を優先して進め、オンラインで申請可能な手続を増やしていく。キャ
ッシュレス決済については、令和６年度の⼾籍住⺠課での拡充に続き、令和７年度
は地区サービス事務所での本格導入をはじめ、税証明手数料などへ順次、拡大して
いく。使用料についても貸室の見直しの中で令和７年度から予約システム更改と連
動してキャッシュレス決済を導入する。また、令和６年度に開始する納付相談など
各種相談業務のオンライン化についても検証しながら継続実施していく。 

加えて、⽣成 AI をはじめとする新技術の活用及び探索、継続的な業務改善によ
る⽣産性の向上と、デジタル人材の育成や推進体制の整備を行い、区の DX ビジョ
ンにある９つの姿の実現に向け、各部署が自律的に DX を推進していく仕組みを定
着させていく。 

５ 中⻑期の見通しを踏まえた行財政運営の推進 

区政を取り巻く状況に不確実性が増す中、経営判断を適切に行うため、経営資源
の有効活用を可能とする組織執行体制の整備や人財の育成など、将来の行政需要や
課題を見据えた適切な取組を行っていく。 

中期経営指針で示したとおり、現状分析として、先行きの見えない社会情勢や国
の不合理な税制改正等により、区の財政状況は依然として不確実性の高い状態が続
く一方で、学校施設の更新、市街地再開発をはじめとした⻑期的なビッグプロジェ

7



 
 

クトが本格化していき、同時に地球温暖化への取組など社会的要請の増加と新たな
感染症が発⽣した場合の対応への備え、高齢化の進展に伴う社会保障費の増など、
経営資源を投入すべき課題が増える要素が圧倒的に多い。 

こうした見通しの中で的確な行財政運営を行っていくため、令和７年度は区有施
設の見直し方針及び区有施設見直し計画の改定に着手する。また、公会計の更なる
活用を検討する。加えて EBPM やデータ利活用の考え方を広く組織内で共有する
ため、職員のデータリテラシー向上を図る。 

第４ 質の高い行政運営に向けて 

１ システム標準化等を契機にした事務事業の見直し 

令和７年度はシステム標準化によって、多くの職場において、これまで行ってき
た業務フローを新システムに対応した業務フローへ変更していく必要がある。 

一方、現在、各部局ではキャッシュレス化や貸室の見直し、行政手続のオンライ
ン化、マイナンバーカードの利用拡大、学校も含めた ICT 環境の整備などに対応
し、様々な見直しが行われている。 

システムの変更のみにとどまることなく、窓口なども含めた業務フロー全体の見
直しを進め、業務の標準化、集約化、合理化などにより、複雑多様化する時代に合
わせたより効果的・効率的な執行体制の整理につなげていく。 

２ 区有施設見直し計画の改定 

 近年の急激な建設費の高騰も影響し、道路や橋梁、公園といったインフラを含め
た今後の区有施設の更新には、非常に大きな経費が必要となる。 

今後の区有施設の更新をどのように行うかは中⻑期的に行財政運営を持続可能
なものとしていく上で、極めて重要な課題のひとつである。 

令和 8 年度で計画期間が満了する区有施設見直し計画の改定については、専門的
な知見に基づき、組織横断的な課題に対する一元的かつ経営的な視点を持って取り
組んでいく。 

３ 人財が定着し成⻑する組織づくり 

質の高い行政サービスの提供や持続可能な行財政運営を実現していく上で、職
員の士気を高め、人財を維持・確保していくことは重要な課題である。 

組織に対するエンゲージメントを高める取組を着実に進める中で、自由闊達で
活力ある組織文化の醸成を図るとともに、職員の成⻑を促進し、職員を⽀える組
織マネジメントにこれまで以上に注力することで、各職員が主体的にやりがいを
持って区政運営に携われる環境づくりを進めていく。 

併せて、働き方改革やゼロ・ハラスメントの実現などにより、安心して働き続
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けられる職場環境の充実を図ることで、人財が定着し成⻑する組織の実現を⽬指
していく。 

以  上 
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※公表シートは、所属別に作成しています。 
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、２月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース

28,000 23,000 △ 5,000

33,000 27,000 △ 6,000

　

査定額
主な増減理由等

3

要求額の
主な積算内訳等

1 〇〇公園改良工事
事業実施に必要な額を考慮し、工事
費を査定。

　〇〇公園は、開園後50年が経過し、遊具の安全基準の不適合箇所や施設の老朽化が進んでいるため、令和
○年度に行った設計委託に基づき、改良工事を行い、災害時の一時避難地の確保や防犯性の向上、高齢者や
障害者の利用に配慮した施設整備を行い、安心・安全なまちづくりへの貢献を図る。

※この要求は、実施計画事業（計画No.28「公園リノベーション事業」）に該当するものです。

整理
番号

事　　項　　名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2

要求額の
主な積算内訳等

（単位：千円）

令和〇〇年度当初予算編成状況公表シート

整理
番号

事　　項　　名 要求額 予算案

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　〇〇公園改良工事　　　　　                           　       30,000千円
  トイレ実施設計委託・工事監理（委託等）                     　　3,000千円

【歳入】
　地域福祉推進区市町村包括補助事業費（都補助金）　　　　　　　　 5,000千円

所属 000000　〇〇課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

所属からの要求の単位（事業名）ごとに、予算要求の内容が把握できるよう、予算要求の概要や背景など

を記載しています。

なお、実施計画（※）に掲げられている事業に該当する予算要求に関しては、実施計画素案との紐づけが

できるよう、「計画No.」と「計画事業名」を追記してします。

※「目黒区基本計画」に掲げられている行財政上の課題等を計画的に実現するための５か年の具体的な事

業計画で、各年度の予算編成にあたっての指針となるものです。

【要求額】：所属からの予算要求額。

【予算案】：所属からの予算要求に対する最終的な査定結果を示す額。

（第１回区議会定例会に予算案として提出し、議決を経て予算が成立します。）

【査定額】：要求額と予算案との増減額。

※「要求額」「予算案」「査定額」の上段には、一般財源ベースの金額を記載しており、歳出ベースの金

額（下段）から、特定の事業目的のために得られる国や都からの補助金などの特定財源を控除したものと

なっています。

【主な増減理由等】

査定額の増減が500万円以上のものなどについては、その増減理由を簡潔に示しています。

【要求額の主な積算内訳等】

〇【歳出】には、要求事項の目的を達成するために必要となる事業費の主な内訳を記載しています。

〇【歳入】には、特定の事業目的のために得られる国や都からの補助金などの特定財源を記載しています。

見 本
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

10,818

10,818

31,609

31,609

93,880

93,880

　区有施設見直しのリーディングプロジェクトとして、令和7年度は事業契約の締結に向けて、事業者から提
出される提案資料等の整理、審査委員会の運営、選定事業者との協議に確実に取り組んでいくほか、道路拡
幅や施設整備を見据えた境界確定業務等を実施する等、取組を着実に進めていく。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「新たな区民センター整備と周辺まちづくり」）に該当するも
のです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
新たな区民センター整備と周辺まちづく
り

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新たな区民センター等整備・運営事業に係る事業者選定等支援業務経費（委託等）　82,504千円
　新たな区民センター等整備に係る境界確定業務経費（委託等） 　　　　　　　　　　1,483千円
　新たな区民センター等整備に伴う周辺まちづくりに係る経費（道路拡幅検討等） 　　9,449千円
　区民センター事業者選定委員会委員報酬等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 444千円

　学校施設の更新に伴う周辺施設の複合化・多機能化、新たな目黒区民センター等整備・運営事業など、今
後の施設更新の一定の見通しが立ってきた状況である。同時に、施設更新に係る今後の多大な経費負担につ
いても顕在化している状況であり、中長期的な区の財政状況を見据えながら、限りある財源の中で取組を進
めていくことが一層重要な局面となっている。
　こういった状況を踏まえ、区有施設見直し計画の期間満了を契機として、区有施設見直し方針及び計画の
改定、インフラ施設に係る方針等も含めた一体的な体系整理することで、取組を確実に進めていく。

・紙資料の整理や廃棄を行いスペースを生み出すほか、ペーパーレス等業務改善も含めて推進する。
・上記を実施した上で、什器を入れ替えることにより、環境改善を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
区有施設見直し方針及び区有施設見直し
計画の改定検討

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　区有施設見直し方針及び区有施設見直し計画の改定経費（委託等）　31,609千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　オフィス改革に伴う什器購入費（備品購入等）　10,818千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 101000 企画経営課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 オフィス改革の取組
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 101000 企画経営課

11,840

11,840

5,141

5,141

153,288 0 0

153,288 0 0
合計

　基本計画の区政運営方針及び令和７年度行財政運営基本方針において、EBPMやデータ利活用の考え方を広
く組織内で共有していくことを掲げており、着実に取組を進めていく必要がある。これまで各課の課題解決
にあたって支援を受けてきたが、令和７年度についても、引き続き重要な政策判断にあたってEBPMの考え方
を活用するに当たっては、専門的な知見からの支援を受けながら進めていく。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 EBPM推進のための取組

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　行政評価導入支援業務経費（委託等）　5,141千円

　公民連携のまちづくりを進めるため、令和５年度に設置した「目黒区公民連携プラットフォーム」におい
て、令和６年度は会員同士が連携したイベント等の実施に向けて３グループに分かれてセッションを行っ
た。令和７年度はグループごとに企画したイベント等の実施を予定している。
　また、民間企業等との連携を更に拡大させ、「さくら咲き　心地よいまち　ずっと　めぐろ」の実現を目
指す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 公民連携推進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　公民連携プラットフォームに係るセッション企画運営及び事務局支援業務等（委託等）　11,840千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

6,435

6,435

6,435 0 0

6,435 0 0

　地方公会計については、平成28年度決算から、統一的な基準による財務書類の作成・公表に取り組んでい
る。
　令和7年度は、新財務情報システムでの初めての作成作業であることから、令和6年度中に整備した固定資
産台帳の更新及び財務書類の作成手法の確認・検証作業を行いながら、固定資産台帳及び財務書類の作成・
公表の早期化を目指す。
　これらの取組の実効性を高めるため、公会計の専門知識とノウハウを有するコンサルタント事業者の支援
を受けながら実施していく。

合計

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　統一的な基準による財務書類作成及び活用支援経費（委託等）　　6,435千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 101500 財政課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
行財政基盤としての財務書類の作成と活
用支援業務
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

89,410

89,410

7,398

7,398

8,072

8,072
3 電話録音試行導入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　電話録音導入工事　8,072千円

　区民の声課の電話機で自動録音ができるよう工事を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 新聞記事クリッピング業務

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新聞記事クリッピング業務（委託等）　7,398千円

　新聞クリッピングの閲覧対象者を拡大するとともに、クリッピングを業務委託で実施する。
①新聞の朝夕刊に掲載される、目黒区や他区、国や都、他自治体などの行政運営に係る記事をクリッピング
する。
②紙媒体から電子媒体に変換し、対象者に情報共有する。

　毎月2回発行する、めぐろ区報の企画・編集・デザイン等を委託する。
〈発行日〉毎月1日・15日発行（年24回）
〈発行部数〉172,200部

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1
めぐろ区報デザイン制作・編集業務と印
刷委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　めぐろ区報編集印刷（委託等）              86,440千円
　連載「ひとめぐり」動画作成（委託等）　　　　2,970千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 102000 広報課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 102000 広報課

3,300

3,300

14,995

14,995

7,203

7,203
6 デジタルアーカイブ

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　デジタルアーカイブ事業経費（委託等）　7,203千円

・目黒デジタルアーカイブ100の運用・保守を行うとともに、新しいコンテンツを順次登録・公開する。
・目黒デジタルアーカイブ100における新たなコンテンツを登録するための各種強化を行う（CMS及び目黒デ
ジタル百科事典等）。また、GIS（地理情報システム）の機能追加（時代にあわせた地図レイヤー追加、過去
の目黒に関する記録（タイムライン等））を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 総合的な情報セキュリティ対策の推進

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　情報セキュリティ対策事業経費（委託等）　14,995千円

　情報セキュリティ監査、セキュリティ研修、インシデント対応、セキュリティポリシー改正など区の情報
セキュリティ対策の強化につなげるための具体的な対応等、専門的な知見から支援を受けながら事業を推進
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 個人情報漏えい対策

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　封入封かん機 機器リース（使用料等）　3,300千円

　個人情報漏えい対策として、各種通知の封入封かん作業の際の人為的なミスを防ぐため、全庁で使用する
通知等の印刷から封筒への封入封かんまでを自動で実施する機器を運用する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 102000 広報課

9,504

9,504

139,882 0 0

139,882 0 0
合計

7
統合型ＧＩＳ（地理情報システム）の導
入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　統合型ＧＩＳ導入経費（委託等） 9,504千円

　全庁で利用可能な統合型ＧＩＳを導入のうえ、活用が見込まれる課に対し試行的に運用を行う。また、既
に庁内で導入している個別ＧＩＳに関しては、専門知識を持つ事業者の支援を受けながら、各システムの統
合可否の検討を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

5,659

5,659

87,484

87,484

28,357

28,357
3 コラボレーションツール周辺環境の拡充

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　Teams外線電話導入作業委託　28,357千円

　コラボレーションツールの効果を最大限発揮し、多様な働き方を実現するためにTeamsで外線電話が受電・
架電できるようにするための電話交換機の導入・設定作業を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 庁内ネットワーク更改

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ネットワーク更改経費（委託等）　87,484千円

　区民サービスの向上と職員の業務効率性・生産性向上を図るため、庁内ネットワークの更改及び業務で使
用する無線ネットワーク環境の整備を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.4「区民サービスの向上に資するIT基盤の構築」）に該当するも
のです。

　職員が直感的な操作により業務アプリやシステムを作成できるノーコード・ローコードツールの導入によ
り、業務の効率化やデジタル化を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1
ノーコード・ローコードツール利用環境
整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ノーコード・ローコードツール利用環境整備経費（委託等）　5,659千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 103000 情報政策課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 103000 情報政策課

55,506

55,506

67,570

67,570

53,365

53,365
6 システム環境の強化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　仮想化環境増強　53,365千円

　インターネット仮想化環境のサーバを増強し、業務で使用するインターネットやオンライン会議の通信環
境の改善を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 ペーパーレス化等機器整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ペーパーレス化経費等 67,570千円

○リース満了となる複合機等の更改を行う。
○令和6年度に導入したMicrosoft365をより活用していくため、Teams会議やTeams電話が容易にできるように
するための環境整備としてヘッドセットを導入する。
○職員の作業効率・生産性を向上させるため、イントラネット端末等で使用するモニターを導入する。
○目黒区総合庁舎内の会議室でのオンライン会議を即時にできるようオンライン会議用機器の導入を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 内部情報システムに係る機能改善対応

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　システム導入・改修等委託　55,506千円

　庶務事務システム・文書管理システム・財務情報システム等の内部情報システムに関する機能強化を図る
ためのシステム改修を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 103000 情報政策課

73,062

73,062

52,783

52,783

669,736

669,736
9 基幹系システム標準化対応

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　標準化対応経費（委託等）　669,736千円

　法に基づき、国が示す標準仕様に適合したシステムへ移行するため、基幹系システムの標準化対応及びガ
バメントクラウドへの移行を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 イントラネットＰＣ顔認証システム導入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ソフトウェア導入経費　52,783千円

　イントラネット端末のWindows11への対応及びセキュリティ向上を図るため、生体認証（顔認証）によるイ
ントラネットＰＣ認証システムを導入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7
イントラネットシステム用パソコンの導
入（２in１型）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　2in1端末整備経費　73,062千円

　ノートパソコンとタブレットの二つの機能を備えた2in1型イントラネット端末の選定・調達、イントラ
ネットシステムに必要なソフトウェアライセンスを調達する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.4「区民サービスの向上に資するIT基盤の構築」）に該当するも
のです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 103000 情報政策課

88,510

88,510

26,127

26,127

5,510

5,510
12 口座振替依頼手続のオンライン化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　口座振替依頼手続のオンライン化事業費（使用料等）　5,510千円

　令和６年１０月にオンライン化を実現した区の主要な科目（特別区民税・都民税、国民健康保険料、後期
高齢者医療保険料、介護保険料、保育料）に加えて、新たに手続き件数の多い科目のオンライン化に取り組
む。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11
DX（デジタル・トランスフォーメーショ
ン）の推進

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　DX推進事業費（委託等）　26,127千円

　デジタル技術を活用してオンラインサービスの提供、キャッシュレス決済の展開、BPRの推進、職員のICT
スキル向上、働き方改革の支援などに取り組み、「区民サービスの向上」と「全庁業務の効率化」を実現す
る。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.3「DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進」）に該
当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 基幹システムインフラ統合

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　インフラ統合機器整備経費　88,510千円

　システム標準化を契機とし、主にマイナンバー関係事務のシステムを中心に、端末・周辺機器及び認証機
能等の一元化による管理負荷軽減や調達コストの圧縮、個人情報保護やセキュリティ水準のさらなる確保を
図るため、ネットワークや端末などのインフラ統合を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.4「区民サービスの向上に資するIT基盤の構築」）に該当するも
のです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 103000 情報政策課

8,316

8,316

1,221,985 0 0

1,221,985 0 0
合計

13 地方公共団体情報システム標準化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　システム標準化プロジェクト支援（委託等）　8,316千円

　令和7年度末までにシステム標準化プロジェクトを着実に完了させるため、国からの依頼を受けて標準仕様
書の一部作成や先行自治体の業務支援経験のある知見者とともにプロジェクトを推進していく。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

6,496

6,496

56,215

56,215

665,964

665,964

　目黒区総合庁舎は、旧千代田生命本社ビルを平成14年度に改修工事して平成15年1月から区施設として使用
しており、設備等の経年劣化が進行している。特に心臓部である総合庁舎の受変電設備は、平成11年度に改
修されて以来、20年以上稼働している。設備の法令点検にて不具合箇所も報告されているが、部品メーカー
の製造中止により部品調達が困難となっている。令和4年度に行った実施計画設計に基づき令和5年度から令
和9年度まで工事、併せて工事監理業務委託を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 総合庁舎受変電設備等改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　総合庁舎受変電設備改修工事等　　661,813千円
　工事監理業務（委託等）　　　　  　4,151千円

　２階健康福祉部サーバ室撤去要望による建築・機械・電気工事、庁舎照明制御装置の改修工事、電動
シャッター補修工事、屋上防水改修工事、オフィス改革に伴う工事を行う。

　戦後８０周年を迎えるにあたり、平和記念事業(平和祈念のつどい、小・中学生広島派遣事業等)の拡充を
行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 総合庁舎改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　改修工事等　56,215千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　戦後８０周年平和記念事業（委託等）　6,496千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 201000 総務課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 戦後８０周年平和記念事業
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 201000 総務課

1,282,164

1,282,164

154,056

154,056

7,218

7,218

2,172,113 0 0

2,172,113 0 0
合計

　区の事業活動による温室効果ガス排出抑制のため、庁用車の省エネ・脱炭素化を実施していく。
　具体的には、保有台数・稼働状況を精査した上で、庁用車（ガソリン車）を環境に配慮した車両に順次切
り替える。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.32「庁用車の脱炭素化促進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

6 庁用車の脱炭素化推進（総合庁舎）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　車両借上げ費用等　7,218千円

　目黒区総合庁舎は、旧千代田生命本社ビルを平成14年度に改修工事して平成15年1月から区施設として使用
しており、非常用発電機は平成9年度に改修されて以来、20年以上稼働している。建築基準法・消防法には適
合しているが、災害発生時の災害対策本部としての機能を維持できない可能性がある。そのため、非常用発
電機設備の改修を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 非常用発電機改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　非常用発電機改修工事　　　147,936千円
　工事監理業務（委託等）　　  6,120千円

　目黒区総合庁舎は、旧千代田生命本社ビルを、平成14年度の改修工事を経て、平成15年1月より庁舎として
使用している。しかしながら、設備等の経年劣化が進行していることが問題となっている。特に、空調設備
の熱源機器（ボイラーや冷温水発生機など）は旧千代田生命本社ビル時代のまま使用し続けていることか
ら、近年では故障が頻発していることに加え、交換部品の調達が経年により困難となる事態が生じている。
また、空調以外にも給排水設備やエレベーター等の他設備の劣化も進行しており、機械設備機器全体の見直
しが必要となっている。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 総合庁舎の機械設備の更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　空調調和設備工事　　　　657,126千円
　給排水衛生設備工事　　　 99,028千円
　エレベーター設備工事　  500,000千円
　工事監理業務（委託等）　 26,010千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

3,674

3,674

20,733

20,733

590

590

　LGBT相談についてオンライン相談を導入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 LGBT相談のオンライン化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　オンラインLGBT相談 月額利用料　　　　480千円
　オンラインLGBT相談 ライセンス使用料　110千円

　引っ越し業者等による移転作業並びに資料保管業務及び電話回線の工事を行う。

　最近の社会情勢を含めた人権問題を踏まえた上で、目黒区民を対象に人権に関する意識調査を実施し、そ
の報告書を作成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
中目黒スクエア改修工事による男女平等
センター移転

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　資料等搬送業務（委託等） 20,535千円
　アナログ回線工事　　　　　　198千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　人権に関する意識調査経費（委託等）　3,674千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 201500 人権政策課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 人権に関する意識調査委託
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 201500 人権政策課

1,454,770

1,454,770

1,479,767 0 0

1,479,767 0 0
合計

　めぐろ学校サポートセンター移転のため、中目黒スクエア4～7階の改修工事及び空調やエレベーターの改
修工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
めぐろ学校サポートセンターの移転に伴
う改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　エレベーター改修工事　　77,640千円
　めぐろ学校サポートセンターの移転に伴う改修工事　　1,377,130千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

1,931

1,931

18,480

18,480

10,230

10,230

30,641 0 0

30,641 0 0
合計

　子ども・子育て支援金制度に適切に対応していくため、人事給与システムの改修を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
人事給与システム改修（子ども・子育て
支援金制度対応）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　人事給与システム改修作業（委託等）　10,230千円

　職員の組織に対するエンゲージメントを高める取組に係る各支援業務を、専門的知見・ノウハウを持つ民
間事業者に委託する。
　具体的には、アンケート調査の実施、調査結果の分析、経営層・管理職に対する調査結果の分析の報告、
低エンゲージメントの所属や職層に対する個別フォロー等の支援を受け、職員一人ひとりが輝き魅力あふれ
る組織づくりを進めていく。

　令和6年度に引き続き、職員が躊躇せずに安心してハラスメントに関する相談ができる「外部相談窓口」を
設置する。また、特定のハラスメント事案の調査審議を行う付属機関を新たに設置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 職員エンゲージメント向上支援業務委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　アンケート調査システム利用料　　　　　　　　　　　12,012千円
　目黒区職員エンゲージメント向上支援業務（委託等）　 6,468千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　外部相談窓口事業経費（委託等）　　1,881千円
　苦情相談処理委員会（仮称）委員報酬　 50千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 203000 人事課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 ハラスメント苦情相談処理
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

11,165

11,165

11,165 0 0

11,165 0 0

　高性能な大型スキャナーにより保管する紙資料の電子化を行い、対象の図面や関連情報など、即座に検索
し、活用できる仕組みを構築する。

合計

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　高性能大型スキャナーの設置等（備品購入等）　11,165千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 205000 契約課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 土地資料等の電子化対応
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

1,944

1,944

1,316

1,316

17,520

46,980

　地域における見守り活動支援事業について、平成25年度から都の補助事業を活用して実施している。
　特に、防犯カメラについては、都内区市町村においても設置需要が増加しており、その中で区は、今後も
設置需要に応え、生活安全対策の一環として設置を推進していく。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.40「地域の防犯力向上（防犯カメラの整備）」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
地域の防犯力の向上（防犯カメラの整
備）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域における見守り活動支援　37,026千円
　防犯設備の整備　　　　　　　 9,673千円
　防犯設備運用経費　　　　　　　 281千円

【歳入】
　地域における見守り活動支援事業費（都補助金）　23,564千円
　防犯設備整備補助金（都補助金）　　　　　　　　 5,804千円
　防犯設備運用経費補助金（都補助金）　　　　　　　　92千円

　特殊詐欺被害防止を目的として、主に65歳以上のいる世帯に自動通話録音機及びトビラフォンを貸与す
る。

　青色パトロールカーに装着しているパトライトを、視認性の高いものに交換する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 特殊詐欺被害防止事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　自動通話録音機貸与事業　　　　　　　　　　489千円
　自動着信拒否サービス事業経費（委託等）　　827千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　パトライト交換経費（委託等）　1,944千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 211000 危機管理課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 青色パトロールカーパトライト交換
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 211000 危機管理課

933

1,866

21,713 0 0

52,106 0 0
合計

　物価高騰対策として、地域団体が所有する防犯カメラの電気料金補助の拡充。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 防犯カメラ電気料の追加補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　防犯設備運用経費補助　1,866千円

【歳入】
　防犯設備運用経費補助金（都補助金）　933千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

14,947

14,947

1,686

1,686

1,040

1,040
3 避難所運営協議会運営費助成

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　避難所運営協議会運営支援経費（補助金等）　 1,040千円

　避難所運営協議会の円滑な運営に資するため、運営費を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 小型消防ポンプ給水管の購入等

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　小型消防ポンプ吸水管等交換費費（消耗品等）　1,536千円
　防災資機材購入費補助（補助金等）　   　　　 　150千円

（１）地震等による火災発生時に初期消火活動が行えるよう、防災区民組織に小型消防ポンプ給水管を
　　　支給している。経年劣化等により交換が必要な小型消防ポンプ給水管について交換を行う。
（２）結成から30周年及び40周年を迎える防災区民組織に対して、組織活動を円滑に行うために必要な防災
　　　資機材の購入費用の一部を補助する。
　　　対象組織：３組織(30周年対象組織…２組織、40周年対象組織…１組織)
　　　補助上限額：50,000円/1組織

（１）導入から３０年以上経過している電話交換機設備を改修する。
（２）東京都が整備している都市計画道路補助第２６号線から防災センターへのアクセスを可能とするため
　　　敷地内に繋がる道路及び敷地の整備を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1
防災センター維持管理（電話交換機設備
改修費用・防災センター道路拡張工事）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　電話交換機設備改修　　　　 13,528千円
　防災センター道路拡張工事　  1,419千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 212000 防災課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 212000 防災課

1,508

1,508

55,374

55,374

29,561

29,561
6 水循環型シャワーセット購入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　年間保守（委託等）　　　　 1,089千円
　機器購入費（備品購入等）　28,472千円

　被災者の衛生環境の改善を図り、心身の健康を維持するため、災害時に使用する水循環型シャワーを購入
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 食糧品等の確保

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　備蓄食糧等の購入　55,374千円

 　令和７年度中に期限を迎える災害対策用備蓄食糧等について入れ替えを行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 目黒消防団の車両購入助成

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　消防団補助　1,508千円

　目黒消防団の災害時対応、その他活動の維持・充実を図るため、車両購入に係る費用を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 212000 防災課

22,469

22,469

1,316

1,316

18,572

18,572
9

移動系無線の更新・緊急地震速報システ
ム周辺機器の更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　移動系防災行政無線機器更新（使用料等）　13,412千円
　第１次緊急地震速報システム周辺機器の更新（委託等）　3,839千円
　第２次緊急地震速報システム管理用端末の更新（委託等）　1,321千円

　移動系防災行政無線機器の老朽化のため、代替として新たな通信機器（公共安全モバイル）を配備する。
また、緊急地震速報システムを構成している一部の機器について、耐用年数が経過するため、機器を更新す
る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 オンライン防災訓練事業実施委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　オンライン防災訓練実施（委託等）　1,316千円

　パソコン等の電子機器を用いて、防災クイズやミッションを提供し、自宅にいながらでも参加者の防災意
識を高めるため、オンライン防災訓練を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 避難所の資機材等の拡充

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域避難所用資機材の購入（消耗品等）　22,469千円

　地域避難所における衛生環境の改善、避難者のプライバシー確保を図るために、簡易トイレ及び間仕切り
等の整備を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.38「避難所生活課題に対する備えの充実」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 212000 防災課

7,365

7,365

2,400

2,400

9,889

9,889
12

感震ブレーカー設置支援事業・無償配付
事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　設置支援事業　　880千円
　無償配付事業　9,009千円

　感震ブレーカーの普及を促進し出火防止を図るため、木造住宅密集地域等の家庭に対して、設置費用に対
する助成及び簡易型感震ブレーカーの無償配付を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 防災士等育成・支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　防災士資格取得支援・補助及び交付金（補助金）　 653千円
　防災士フォローアップ研修講座実施（委託等）　 1,430千円
　防災士研修講座受講料等（区職員用）（委託等）　 317千円

（１）災害時に地域における自主的な活動の核となる人材育成のため、区内の町会、自治会、住区住民会
　　　議、防災区民組織のいずれかの組織に属している方に対して防災士資格取得支援を行う。
（２）防災士となった区民が地域で率先して防災活動を行えるようにフォローアップを図っていく必要が
　　　あるため、区内の防災士資格取得者や地域で防災活動のリーダーとして活躍している方を対象に、
　　　フォローアップ研修を実施する。
（３）発災時のスムーズな地域避難所の立上げや区民と協働して避難所運営を行うため、区職員を対象と
　　　した防災士資格取得支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 ハザードマップの更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区土砂災害ハザードマップ作成業務（委託等）　　　2,233千円
　目黒区水害ハザードマップ作成業務（委託等）　　　　　5,132千円

　自然災害による被害の軽減や防災対策に使用するため、浸水想定区域、避難場所などを表示したハザード
マップの作成及び印刷を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 212000 防災課

9,506

19,011

300

300

175,933 0 0

185,438 0 0
合計

14 一時滞在施設への備蓄品購入費用助成

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民間一時滞在施設備蓄品購入費用助成　300千円

　区内の民間一時滞在施設のうち、都の補助事業を活用して備蓄品を購入する施設について、対象費用の一
部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13 帰宅困難者対策協議会運営支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　帰宅困難者対策協議会運営費（委託等）　　 19,011千円

【歳入】
　都市安全確保促進事業補助金（国補助金）　  9,505千円

　目黒駅及び中目黒駅周辺の帰宅困難者対策を推進するため、帰宅困難者対策協議会の運営を、専門的知見
を有するコンサルタントに委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

2,698

2,698

13,075

13,075

0

210,410

　地方財政法第１０条の４の規定により総務省から交付される交付金により、調査員・指導員の推薦、事務
説明会の実施、調査用品の仕分け・配送、調査員から調査票の提出、調査票の審査、総務省に調査票を提出
という流れで事業を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 国勢調査

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　国勢調査費   　　　　　210,410千円

【歳入】
　国勢調査費（都補助金） 210,410千円

・町会案内チラシ作成
　転入者等に配布する。なお、平成30年7月23日に目黒区、目黒区町会連合会、(公社)東京都宅地建物取引業
協会目黒区支部、(公社)全日本不動産協会東京都本部城南支部の４者が、町会・自治会への加入促進に関す
る協定を締結した。協定に基づき、宅建協会及び不動産協会加入店舗に、賃貸契約や不動産の購入契約など
の際、入居者や入居予定者に町会加入案内チラシの配布を依頼するため等にも活用する。

・町会会館建設等助成
　令和元年度に修繕助成を開始、令和２年度以降は新築、改築などについても助成を開始した。令和７年度
は新築等大規模修繕の予定が１件あるほか、小修繕の助成経費を要求する。

　町会・自治会が所有・管理している私道防犯灯については、目黒区で電気料金、修繕費用その他の維持管
理に要する費用に対し補助金を交付することにより犯罪のない安全安心な街まちづくりの一層の推進に寄与
している。電気料金については、昨今の値上がり分を加味した一定の補助金を引き続き支給する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
コミュニティ施策の具体的取組（町会案
内チラシ作成・町会会館建設等助成）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　町会案内チラシ作成（印刷製本等）　　　99千円
　町会会館建設等助成　　　　　　　　12,976千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　私道防犯灯維持管理補助（補助金等）　2,698千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 231000 地域振興課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 私道防犯灯維持管理事業
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 231000 地域振興課

1,000

1,000

16,773 0 0

227,183 0 0
合計

　区民に安価で安心して使える保養施設を提供するため、民間の宿泊施設等と契約・協定を締結し、契約保
養施設を利用する区民へ料金の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 民間保養施設事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民間保養施設利用補助　1,000千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

822,556

822,556

1,546

1,546

880

880
3

イメージ管理システムの改修（住民税申
告書ＯＣＲ機能）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　イメージ管理システム改修経費（委託等）　880千円

　システム標準化による住民税申告書の様式変更に対応するため、イメージ管理システムの住民税申告書Ｏ
ＣＲ機能について改修を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
窓口における証明書発行等手数料キャッ
シュレス化に係るシステム構築

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　証明書発行等手数料キャッシュレス決済利用料等　1,106千円
　レジ設置等費用　　　　　　　　　　　　　　　　　440千円

　税務課窓口にキャッシュレス決済端末を導入し、税証明書発行等手数料支払いにおけるキャッシュレス決
済を可能にする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

　令和6年度に実施した、定額減税しきれないと見込まれる者への調整給付を補足する給付金として、本来給
付すべき所要額と当初の給付額との間で差額が生じた者に、不足額給付として支給を行う。

査定額
主な増減理由等

1
低所得者支援及び定額減税補足給付金
（不足額給付）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　給付金支給事業費　720,000千円
　給付金支給事務費　102,556千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 231500 税務課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 231500 税務課

505,125

505,125

1,746

1,746

179

179

1,332,032 0 0

1,332,032 0 0
合計

6
オンライン納付相談の実施（特別区民
税）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　オンライン納付相談実施経費（使用料等）　179千円

　区税、国民健康保険料等の納付が困難な区民等に対し、オンラインによる納付相談（自宅等からスマート
フォン等による区職員との納付相談）を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
地方公共団体システム標準化（コンビニ
及び銀行収納システム）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　コンビニ及び銀行収納システムとの適合テスト経費等（委託等）　1,746千円

　令和7年9月に予定している地方公共団体情報システム標準化への移行に当たり、標準化外システムとの適
合テスト等を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 税務署更正決定等過誤納金還付

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　税務署更生決定等過誤納還付金及び配当割額・株式等譲渡所得割額の控除不足による還付金　505,125千
円

　過誤納還付金は、誤納付や確定申告の更正のほかに、配当割額・株式等譲渡所得割額の控除不足による還
付がある。
　近年は配当割額・株式等譲渡所得割額の控除不足による還付が増加傾向にある。
　還付手続きについては、地方税法第17条に基づき過誤納金が発生した場合は、遅滞なく還付しなければな
らないことが規定されている。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

25,893

25,893

1,949

1,949

1,063

1,063
3

窓口における証明書発行手数料キャッ
シュレス化に係るシステム構築

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　証明書発行手数料キャッシュレス決済利用料等　1,063千円

　国保年金課窓口にキャッシュレス決済端末を導入し、賦課・納付額証明書及び納付証明書発行手数料支払
いにおけるキャッシュレス決済を可能にする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
地方公共団体システム標準化（国民健康
保険料通知発送業務）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　国民健康保険料通知発送委託　1,949千円

　国民健康保険料の通知発送業務について、システム標準化に向けたプログラム改修および帳票の印字・封
入封緘テスト等を行う。
　標準化後の仕様に対応した各種帳票の調達を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

　法改正による保険証の廃止に伴い、資格確認書等の交付業務を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 国民健康保険資格確認書等交付業務

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　国民健康保険資格確認書等交付経費（通信運搬料等）　25,893千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 232000 国保年金課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 232000 国保年金課

617

617

15,388

15,388

4,291

4,291
6

地方公共団体システム標準化（後期高齢
者医療保険徴収事務）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　標準済通の収納データ作成経費　1,254千円
　仮徴収通知発送業務（委託等）　1,672千円
　コンビニ収納関係経費　　　　　　925千円
　口座振替関係経費　　　　　　　　440千円

　システム標準化に向けて、各システムのスキャンテスト等を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
後期高齢者医療保険資格確認書等交付業
務

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　後期高齢者医療保険資格確認書等交付経費（通信運搬料等）　15,388千円

　法改正による保険証の廃止に伴い、資格確認書等の交付業務を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
地方公共団体システム標準化（国民健康
保険料収納事務）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　コンビニ収納システムとの適合テスト　617千円

　システム標準化に向けて、標準化外システムとの適合テスト等を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 232000 国保年金課

0

839

49,201 0 0

50,040 0 0
合計

7
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実
施

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施（消耗品等）　839千円

【歳入】
　保健事業費受託事業収入　839千円

　高齢者の疾病予防と生活機能の維持に向けて、区が広域連合から委託を受け、健康診査・医療・介護予防
を連携させた一体的な取り組みを行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

51,582

77,435

23,122

23,122

5,060

5,060

　地方公共団体情報システムの標準化に伴いクラウド環境へ移行する標準準拠システムとコンビニ交付シス
テムを連携するための改修を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
情報システムの標準化に伴うコンビニ交
付システムの改修

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　標準化に係るコンビニ交付システムの改修（委託等）　5,060千円

　現行システムのサーバ環境についてクラウド化を行い、データクレンジング、稼働環境設定、プログラム
修正等を行ったうえで、標準準拠システムへの移行を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

　目黒区の本籍人（約３１万人）あてに通知を送り、振り仮名の届出ができる旨を周知する。届出をした方
について、戸籍の氏名に振り仮名を記載し、届出がない方については、改正戸籍法の施行から１年経過後に
市町村長記録により記載する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 戸籍システム標準化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　標準準拠システム移行作業経費（委託等）　23,122千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　通知書作成・発送経費等（通信運搬料等）　72,384千円
　システム関係経費等（使用料等）　5,051千円

【歳入】
　社会保障・税番号制度システム整備費（国補助金）　25,853千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233500 戸籍住民課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 戸籍の氏名振り仮名法制化に係る業務
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233500 戸籍住民課

0

37,092

79,764 0 0

142,709 0 0
合計

　マイナンバーカードの交付については、国の通知に基づき、マイナンバーカード交付円滑化計画を策定
し、交付体制の整備やカードの普及促進に努めてきた。本区におけるカードの保有率は、令和６年８月末現
在７２．８％である。
　令和７年度においては、マイナンバーカード及び電子証明書の更新業務が激増することからより一層円滑
な交付体制を継続する必要がある。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
マイナンバーカード交付円滑化及び普及
促進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　マイナンバーカード交付円滑化及び普及促進事業（委託等）　37,092千円

【歳入】
　マイナンバーカード交付事務費補助金（国補助金）　　　　　37,092千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

171

171

866

866

1,037 0 0

1,037 0 0
合計

　北部地区サービス事務所住民係窓口にキャッシュレス決済端末を導入し、住民票・戸籍・印鑑証明・税証
明・畜犬登録等手数料支払いにおけるキャッシュレス決済を可能にする。

　団体自らがＩＣＴを活用して活動の内容を効果的・効率的に周知できるよう、ホームページ作成等に係る
研修参加費用や地域ＳＮＳ活用に係る講師派遣費用及び情報発信通信料等を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
キャッシュレス運用（北部地区サービス
事務所）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　キャッシュレス運用経費（委託等）　866千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
 　ホームページ作成等の支援　　　　40千円
 　地域SNSによる情報発信の支援　　131千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 234000 北部地区サービス事務所

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
町会・自治会、住区住民会議の活動の支
援（ＩＣＴ活用支援）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

171

171

42,170

42,170

42,341 0 0

42,341 0 0
合計

　予約システムの新機能導入にあたり、以下の事業を実施する。
・オンライン決済にかかる決済代行業務委託
・コールセンター開設時間の拡充

　団体自らがＩＣＴを活用して活動の内容を効果的・効率的に周知できるよう、ホームページ作成等に係る
研修参加費用や地域ＳＮＳ活用に係る講師派遣費用及び情報発信通信料等を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
施設（集会・スポーツ）予約システムに
おけるオンライン決済等の導入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　オンライン決済導入等経費（委託等）　42,170千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ホームページ作成等の支援　　　　40千円
　地域SNSによる情報発信の支援　　131千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 234500 東部地区サービス事務所

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
町会・自治会、住区住民会議の活動の支
援（ＩＣＴ活用支援）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

171

171

165

165

855

855

1,191 0 0

1,191 0 0
合計

　中央地区サービス事務所住民係窓口にキャッシュレス決済端末を導入し、住民票・戸籍・印鑑証明・税証
明・畜犬登録等手数料支払いにおけるキャッシュレス決済を可能にする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
キャッシュレス運用（中央地区サービス
事務所）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　キャッシュレス運用経費（委託等）　855千円

　団体の地域活動の課題解決へのヒントやアイデアを学ぶ研修の実施を通じて、地域の人材確保・育成を支
援する。

　団体自らがＩＣＴを活用して活動の内容を効果的・効率的に周知できるよう、ホームページ作成等に係る
研修参加費用や地域ＳＮＳ活用に係る講師派遣費用及び情報発信通信料等を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
町会・自治会、住区住民会議の活動の支
援（地域の人材確保・育成の支援）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域活動に関する支援業務（委託等）　165千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ホームページ作成等の支援　　　40千円
　地域SNSによる情報発信の支援　131千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 235000 中央地区サービス事務所

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
町会・自治会、住区住民会議の活動の支
援（ＩＣＴ活用支援）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

171

171

170

170

865

865

1,206 0 0

1,206 0 0
合計

　南部地区サービス事務所住民係窓口にキャッシュレス決済端末を導入し、住民票・戸籍・印鑑証明・税証
明・畜犬登録等手数料支払いにおけるキャッシュレス決済を可能にする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
キャッシュレス運用（南部地区サービス
事務所）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　キャッシュレス運用経費（委託等）　865千円

　住区住民会議、町会・自治会の認知度向上を目的としたパンフレットを作成する。

　団体自らがＩＣＴを活用して活動の内容を効果的・効率的に周知できるよう、ホームページ作成等に係る
研修参加費用や地域ＳＮＳ活用に係る講師派遣費用及び情報発信通信料等を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
町会・自治会、住区住民会議等の活動の
支援（パンフレット作成）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　パンフレットの作成　170千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ホームページ作成等の支援　　　40千円
　地域SNSによる情報発信の支援　131千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 235500 南部地区サービス事務所

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
町会・自治会、住区住民会議等の活動の
支援（ＩＣＴ活用支援）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

171

171

67,524

67,524

1,368

1,368

69,063 0 0

69,063 0 0
合計

　西部地区サービス事務所住民係窓口にキャッシュレス決済端末を導入し、住民票・戸籍・印鑑証明・税証
明・畜犬登録等手数料支払いにおけるキャッシュレス決済を可能にする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
キャッシュレス運用（西部地区サービス
事務所）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　キャッシュレス運用経費（委託等）　 1,368千円

　中根住区センターの受変電設備の改修工事を行う。

　団体自らがＩＣＴを活用して活動の内容を効果的・効率的に周知できるよう、ホームページ作成等に係る
研修参加費用や地域ＳＮＳ活用に係る講師派遣費用及び情報発信通信料等を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
受変電設備改修工事（中根住区セン
ター）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　中根住区センターの受変電設備改修工事　67,524千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ホームページ作成等の支援　　　40千円
　地域SNSによる情報発信の支援　131千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 236000 西部地区サービス事務所

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
町会・自治会、住区住民会議等の活動の
支援（ＩＣＴ活用支援）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

27,981

27,981

6,840

6,840

71,628

71,628
3 高温水配管更新工事等

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　高温水配管更新等各種工事　71,628千円

　田道ふれあい館の以下の工事を実施する。

　屋根補修工事：屋上屋根部分のシーリング打ち直しを行い、雨漏り箇所の補修を行う。

 高温水配管更新工事：令和6年度予算で本工事の設計委託を実施した。その設計図書に基づき、令和7年度以
降、本工事を実施する。

 ＦＣＵ取替工事：2階、3階及びホールのファンコイルユニットの更新を行う。

 風呂ろ過機更新工事：ろ過器及び配管や制御機器の交換を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 排水ポンプ取替工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　排水ポンプ取替工事　6,840千円

　目黒区美術館の汚水ポンプ2台及び湧水ポンプ4台の取替え並びに配管設備の改修を行う。

　区民センター体育館の補修工事に要する経費。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 体育館天井雨漏り補修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　天井雨漏り補修工事　27,981千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

8,839

8,839

130

130

250

250
6 小口零細企業資金融資優遇利率

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　利子補給金　250千円

　「小口零細企業資金融資」（小口）は、区内の中小企業者小規模企業に対し、経営に必要な資金を融資
あっせんすることにより企業の経営安定を図るため、信用保証協会の保証を条件とした融資制度である。
　中小企業における脱炭素化の取り組みとして、平成27年度に太陽光発電の導入、低公害車の購入などを目
的とした制度融資について利子補給を上乗せ（0.4％）することで脱炭素化に取り組む企業を支援する優遇利
率を新設した。
　なお、令和5年度に「脱炭素化資金融資」を新設したことから、令和4年度をもって、本利子補給の上乗せ
による支援は受付を終了し、当該融資の利子補給については、おおむね最長で令和11年度まで実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 小規模企業資金融資優遇利率

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　利子補給金　130千円

　「小規模企業資金融資」（マル小）は、従業員数が20人以下（卸売業、小売業、サービス業は5人以下）の
法人及び個人企業を対象とした融資制度である。
　中小企業における脱炭素化の取り組みとして、平成27年度に太陽光発電の導入、低公害車の購入などを目
的とした制度融資について利子補給を上乗せ（0.7％）することで脱炭素化に取り組む企業を支援する優遇利
率を新設した。
　なお、令和5年度に「脱炭素化資金融資」を新設したことから、令和4年度をもって、本利子補給の上乗せ
による支援は受付を終了し、当該融資の利子補給については、おおむね最長で令和11年度まで実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 中小企業融資システム入れ替え

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　システム更新業務等（委託等）　　　8,839千円

　システム構築及びデータ移行作業等を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

480

480

30

30

37,664

91,811
9

商店街チャレンジ戦略支援事業（イベン
ト事業）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金　　　　　91,811千円

【歳入】
　商店街チャレンジ戦略支援事業費（都補助金）　54,147千円

　商店街等が主催するイベント事業に補助を行う。

　【補助率及び補助限度額】
　・100万円以下事業　　　（補助率）都1/2 　区1/3　（補助限度額）　833千円
　・100万円超事業　　　　（補助率）都1/3   区1/3　（補助限度額）2,000千円
　・若手・女性支援事業　 （補助率）都5/9   区1/3　（補助限度額）　888千円
　・組織活力向上支援事業 （補助率）都7/12  区1/3　（補助限度額）8,250千円
　・女性活躍推進事業　　 （補助率）都7/12  区1/3　（補助限度額）　916千円

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 経営安定資金特別融資

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　利子補給金　30千円

　本融資制度は、長引く景気低迷の影響、取引先の倒産、東日本大震災の影響等により事業継続に支障を受
けていた中小企業者に対して、必要な資金を低利で融資することにより経営の安定を図ることを目的とした
制度である。
　なお、平成30年4月1日から小口零細企業資金融資の限度額が増額されたことに伴い申込件数が減少したた
め、令和2年度をもって受付を終了し、当該融資の利子補給については、おおむね最長で令和8年度まで実施
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 脱炭素化資金融資

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　利子補給金　480千円

　区では2050年までにゼロカーボンシティの実現を目指しており、区内中小企業者の脱炭素化支援を行うこ
とで目標達成への取り組みを進めていく必要がある。
　また、昨今の燃料費高騰の影響は中小企業にとってもかなり大きく、脱炭素化をさらに進めることで、影
響を低減しやすくする効果も期待できる。
　ついては、脱炭素化の設備を導入することを目的とした低利な（本人負担利率0.4％）融資あっせんを行
う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

3,438

6,876

17,000

17,000

941

2,381
12 商店街ステップアップ応援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区商店街ステップアップ応援事業経費（委託等）　　　2,381千円

【歳入】
　東京都商店街ステップアップ応援事業費（都補助金）　1,440千円

<巡回相談>
　商店主の高齢化や後継者不足による商店数の減少、商店会への加入率低下などの様々な課題への解決に向
けて、商店街への巡回相談を行う。

<専門家派遣>
　商店街が行うイベント事業や活性化事業等に対し、商店街が求める専門的知識やノウハウを提供するた
め、中小企業診断士等の専門家を派遣する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 商店街プロモーション事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　商店街プロモーション事業費補助金　17,000千円

　商店街等の事業（イベント事業、施設整備事業、商店街ＰＲ事業、販売促進事業、組織化推進事業、組織
力向上事業等）に対し補助を行う。
　
　【補助率及び補助限度額】
　・補助率：当該事業に要した補助対象経費の5分の4以内
　・補助限度額：
　　①商店街：1事業につき20万円
　　②目黒区商店街連合会：200万円
　  ③地域における商店街連合会：40万円
    ④2つ以上の商店街による協働事業：商店街数に20万円を乗じた額

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10
商店街チャレンジ戦略支援事業（活性化
事業）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金　6,876千円

【歳入】
　商店街チャレンジ戦略支援事業費（都補助金）　3,438千円

　商店街等の活性化を図るため、施設整備費用等の一部に補助を行う。

　【補助率及び補助限度額】
　・活性化事業　　法人商店街　　（補助率）都1/3　区1/3　（補助限度額）50,000千円
　　　　　　　　　任意商店街　　（補助率）都1/3　区1/3　（補助限度額）10,000千円

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

2,737

2,737

438

3,071

1,863

1,863
15

公衆浴場耐震化促進支援事業及びクリー
ンエネルギー化等推進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　公衆浴場耐震化促進支援事業補助金　　　　　　　　509千円
　公衆浴場クリーンエネルギー化等推進事業補助金 　 1,354千円

【耐震化補助金】
　公衆浴場における耐震対策に要する経費の一部の補助を行う。
　・補助率：東京都の公衆浴場耐震化促進支援事業及びクリーンエネルギー化等推進事業補助要綱の交付
　　確定額の20分の7以内
　・補助限度額：応急的修繕140万円　計画的修繕231万円

【クリーンエネルギー化等補助金】
　公衆浴場経営者等が行う使用燃料のクリーンエネルギー化等に要する経費の一部の補助を行う。
　・補助率：東京都の公衆浴場耐震化促進支援事業及びクリーンエネルギー化等推進事業補助要綱の交付
　　確定額の20分の7以内
　・補助限度額：クリーンエネルギー化140万円　　コージェネレーション設備設置140万円
　　　　　　　　太陽光発電システム設置324万円　LED照明器具設置70万円
　　　　　　　　既設ガス等燃料設備更新140万円　　高効率空調機設置140万円

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14 未来に残す東京の農地プロジェクト

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　農業用施設整備費補助　3,071千円

【歳入】
　未来に残す東京の農地プロジェクト（都補助金）　2,633千円

　農業用施設の整備に要する経費の一部を補助する。

　対象者：区内農業者
　補助率：都3/4・区1/8
　補助対象経費：地域や環境に配慮した施設を整備するために必要な経費

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13 政策課題対応型商店街事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　政策課題対応型商店街事業費補助金　　2,737千円

　行政課題の解決につながる商店街等の施設整備や買物弱者の利便を図る取組に対し、補助を行う。

　【補助率及び補助限度額】
　　・補助率：（東京都政策課題対応型商店街事業費補助金交付要綱に基づく交付確定額に対する）
　　①環境事業・買物弱者支援事業以外の事業：10分の1以内
　  ②環境事業：20分の1以内
　  ③買物弱者支援事業：20分の1以内
　　・補助限度額：5,000千円

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

55



※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

700

700

4,215

4,215

1,200

1,200
18

インキュベーションオフィス利用支援事
業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　インキュベーションオフィス利用促進事業補助金　 1,200千円

　実践めぐろ創業塾等の創業支援策により、新規創業数は順調に推移しており、また新たな創業希望者が増
加している。開業を促し創業者の継続的発展を支援して地域経済の活性化を図るために、創業塾修了者が新
規に創業する際のインキュベーション施設使用料等を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

17 創業支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　「実践めぐろ創業塾」実施経費（委託等）　 4,215千円

　創業者が幅広い知識やノウハウを身につけるための講座について、受講希望者の増加に対応するため、３
回実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16
会員増強対策（勤労者サービスセン
ター）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　会員増強対策（勤労者サービスセンター）　700千円

　勤労者サービスセンターが新たな会員を獲得するために実施するダイレクトメールの送付や情報誌等への
広告掲載に対して補助を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

500

500

1,000

1,000

5,506

5,506
21 ワークサポートめぐろの運営

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ワークサポートめぐろ運営費（委託等）　5,506千円

　平成１５年度にハローワーク渋谷との連携の下、求人検索を主体とした「ハローワーク相談室」及び高齢
者の就労支援を担う「シルバー相談室」から成る「ワークサポートめぐろ」を開設した。
　平成１９年度には高齢者及び若年者の就労支援を見直す観点から、有資格者の専門相談員を配置した
「キャリア相談コーナー」を開設し、相談機能を強化した。
　令和７年度においても当該事業を継続し、「区民に身近な就労相談窓口」の充実を目指していく。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

20 区内中小企業の専門家活用支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区中小企業者向け専門家活用支援事業助成金　 1,000千円

　中小企業が、新たな計画策定や資金の調達を行うために専門知識を有するアドバイザーの助言を受ける際
の費用の一部を補助する。（助成率8/10、上限10万円）

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

19 インボイスに係る事業者支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　インボイスに係る事業者支援事業補助金　 500千円

　国の小規模事業者持続化補助金を活用するインボイスへの転換事業者に対して、自己負担額10万円につき1
万円（上限10万円）の補助金を給付する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

7,400

7,400

3,000

3,000

45,806

45,806
24 事業再構築・物価高騰等対策融資

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　物価高騰等対策資金融資利子補給金　　　　　 7,500千円
　事業再構築・物価高騰等対策融資利子補給金　38,306千円

　原油価格をはじめとしたさまざまな物価の高騰に伴い、経営に影響を受けた区内中小企業者を支援するた
め、物価高騰等対策資金融資を令和4年度補正予算により実施した。
　令和5年度は事業再構築・物価高騰等対策融資と名称を変更した。令和6年度も実施し令和7年度も引き続き
実施する。
　なお、令和6年度と同様に貸付期間は5年以内で、利子補給については当初3年1.8％（利子額全額補給）、4
年目以降1.4％で実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

23 事業再構築資金融資

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　事業再構築資金融資利子補給金 3,000千円

　新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けた区内中小企業者がポストコロナを見据えて、ＤＸ活
用・設備投資・事業の多角化等に積極的に取り組むため、低利な資金調達が可能な「事業再構築資金融資」
を令和4年度に実施した。
　なお、当該融資は令和4年度をもって終了し、利子補給についてはおおむね最長で令和10年度まで実施す
る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

22 新型コロナウイルス対策融資

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新型コロナウイルス対策緊急融資利子補給金　 900千円
　新型コロナウイルス対策融資利子補給金　　 6,500千円

　令和2年3月から令和3年3月まで新型コロナウイルスの感染拡大により、経営に影響を受けた区内の中小企
業者を支援するため、「新型コロナウイルス対策緊急融資」を実施した。また、令和3年4月から令和4年3月
まで「新型コロナウイルス対策融資」を実施し、利子補給については、5年間1.8%（利子額全額区負担）を区
が負担している。
　なお、当該融資は令和3年度をもって終了し、利子補給についてはおおむね最長で令和10年度まで実施す
る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233000 産業経済・消費生活課

6,771

6,771

1,675

3,349

258,032 0 0

321,364 0 0
合計

26 消費者啓発と被害防止

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新成人向けリーフレット作成発送経費　457千円
　スマートフォン安全教室（委託等）　2,376千円
　区内大学等との連携協力による若年層への消費者被害防止啓発事業　516千円

【歳入】
　地方消費者行政強化交付金（都補助金）　1,674千円

　新たに成人となる区民等へリーフレット配布、若年層の消費者被害防止のため、区内大学等での啓発リー
フレット、資材の配布を行う。また、高齢者へのスマートフォン安全教室を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

25
商店街街路灯電気料金等補助（物価高騰
対策）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　商店街街路灯電気料金等補助金（物価高騰対策分）　6,771千円

　物価高騰の影響を受けている商店街を支援するため、商店街街路灯の電気料金について通常分に上乗せし
て補助を行う。

　対象者：区内商店街
　補助単価（物価高騰対策分）
　　一般灯 　　　4,080円（年）
　　ＬＥＤ灯 　　3,480円（年）

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

8,445

8,445

7,420

7,420

14,098

14,098
3 三区間交流事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　三区間交流事業経費（委託等）　14,098千円

　友好都市の三区間交流事業参加にあたり、渡航に係る手配や実施に必要な物品の制作等を委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 多文化共生推進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　タブレット端末による通訳サービス業務経費（委託等）　5,934千円
　行政文書の翻訳費用（委託等）　　　　　　　　　　　　　930千円
　やさしい日本語研修費用（委託等）　　　　　　　　　　　556千円

　タブレット端末による通訳サービス：庁内端末12台を利用した通訳サービスのほか、利用者端末のブラウ
ザからコールセンターに架電する形式の電話通訳を新たに導入し、年間委託する。
　行政文書の翻訳委託：各所管からの依頼をもとに翻訳を年間委託する。
　やさしい日本語職員向け研修の実施：全庁職員向けやさしい日本語に関する普及啓発研修を行う。

　平成28年度に改定された「めぐろ芸術文化振興プラン」は計画満了を令和7年度としている。現行事業との
整合性・課題整理、区を取り巻く社会経済情勢などを踏まえ、今後の施策を検討し、めぐろ芸術文化振興プ
ランの改定を進めていく。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 めぐろ芸術文化振興プラン改定

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　めぐろ芸術文化振興プラン改定経費（委託等）　　8,445千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233200 文化・交流課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233200 文化・交流課

1,000

1,000

6,289

6,290

47,252

47,252
6

めぐろ観光まちづくり協会管理運営費等
の補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　運営費等の補助　47,252千円

　目黒区観光ビジョンに基づく観光振興に関する施策を具体的に推進するため、めぐろ観光まちづくり協会
を支援する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 ウクライナ避難民生活支援助成

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ウクライナ避難民生活支援助成　　6,290千円

【歳入】
　ウクライナ避難民生活支援寄付金　　　1千円

　ウクライナ避難民の生活支援に係る費用について国際交流協会に対して助成を行うことで、日常生活にお
ける通訳支援や生活物資の支給のほか、他の区民との交流機会の創出などを通じて安心して生活できる環境
づくりに取り組む。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 区内大使館交流事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　区内大使館との文化交流事業経費（委託等）　1,000千円

　多文化共生や国際交流を推進するため、区内にある大使館との交流事業を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233200 文化・交流課

4,003

7,003

6,800

6,800

95,307 0 0

98,308 0 0
合計

8 美術館自主企画展覧会への補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　展覧会経費補助　6,800千円

　令和7年度に実施を予定している目黒区美術館の自主企画展覧会への補助を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 メグロダンスコネクションの実施

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　メグロダンスコネクション実施経費（委託等）　7,003千円

【歳入】
　芸術文化振興基金繰入金　3,000千円

　近年、SNSの普及や新規プロリーグの発足などを通じて盛り上がりを見せるダンスをテーマにし、子どもか
ら大人まで多くの区民にダンスに触れる機会を提供する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

10,120

10,120

22,651

23,151

7,774

7,774

　令和7年4月より導入する各体育施設におけるキャッシュレス決済の手数料について、取引ごとにかかった
手数料を指定管理者が報告を行い、その実績に応じた金額を支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 キャッシュレス決済に係る手数料

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　決済手数料等　7,774千円

　トップアスリートとの交流やパラスポーツ、DXを活用したイベント等を実施し、区民が多様なスポーツに
親しむことができる機会の提供に取り組む。

　現行のスポーツ推進計画は、平成28年度から令和7年度までを計画期間としている。令和6･7年度の2か年計
画でスポーツ推進計画を改定する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 スポーツ機会創出事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　スポーツ機会創出事業経費（委託等）　　　　　　　 23,151千円

【歳入】
　スポーツ振興基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　500千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　スポーツ推進計画改定経費（委託等） 　10,120千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233400 スポーツ振興課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 スポーツ推進計画改定
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 233400 スポーツ振興課

8,110

8,110

56,627

56,627

105,282 0 0

105,782 0 0
合計

　中央体育館の第2格技室の天井が低く、競技への支障及び天井に傷がついてしまう状況が続いているため工
事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
目黒区立中央体育館第２格技室天井改修
工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　第２格技室天井改修工事　56,627千円

　駒場体育館2階男女更衣室及び地下1階女子更衣室のロッカーが経年劣化により使用不可になる箇所が増え
てきているため、新規購入して交換する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 駒場体育館ロッカー購入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ロッカー購入費用（備品購入等）　8,110千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

196,777

196,777

8,777

8,777

274

274
3

包括支援体制の充実に向けた人材育成事
業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　包括支援体制の充実に向けた人材育成事業（報償費等）　274千円

　新たに健康福祉部各課に配属された職員等を対象に、担当事務の円滑な実施を目的として、各課の事務事
業の概要を習得する健康福祉部合同研修を実施する。
　その後、健康福祉部人材育成プログラム「飛躍」に基づく研修会・講演会を実施し、知識の習得、生きづ
らさを感じる人や支援を必要とする人への感性を磨き、支援等を実践できる総合力を身に付ける。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2

福祉情報システムにおける制度改正対応
（就労選択支援創設に伴うシステム改
修）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　福祉情報システム制度改正対応経費（委託等） 8,777千円

　令和4年10月に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」改
正法が成立し、就労選択支援の新たなサービスが令和7年10月から開始されることなり、現行システムで対応
する必要があるため、システムの改修を行う。

　標準化対象業務に関しては、令和7年度までに標準準拠システムでの稼働が義務化され、ガバメントクラウ
ドでの稼働が努力義務とされたため、標準準拠システムをガバメントクラウドで稼働するための対応を行
う。また、標準化対象外となった業務システムに関しては、標準準拠システムと連携する必要（住民記録の
異動・税情報の取得等）があるため、大幅なシステム改修が必要であり、現行サーバのリース満了に伴いク
ラウド化対応を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1
システム標準化対応に伴う福祉情報各シ
ステムの導入・改修委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　福祉情報システム標準化等対応経費（委託等）　 196,777千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 331000 健康福祉計画課

整理
番号

事業名 要求額 予算案

65



※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 331000 健康福祉計画課

23,933

41,246

37,559

37,559

5,500

5,500
6

区立福祉施設等のあり方検討に係る調査
事業委託

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　調査・研究業務委託経費（委託等）　5,500千円

　区立特別養護老人ホームなど区立福祉施設等の今後の運営について、市場性や多様な運営形態、今後の需
要見込み等について、福祉施設の経営、会計ノウハウを有する事業者の支援を受け、調査・研究を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
目黒区社会福祉事業団補助（退職手当
分）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　社会福祉事業団補助（補助金等）　37,559千円

　目黒区社会福祉事業団職員の令和7年度末定年退職に伴う退職手当について、退職共済支払金による補填額
の一部を同事業団に補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 権利擁護支援に係る中核機関運営委託

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　中核機関運営委託経費（委託等）　41,246千円

 

 【歳入】
　地域福祉推進区市町村包括補助事業費（都補助金）　17,313千円

　成年後見制度の普及啓発や広報、制度の利用促進等、令和7年度から設置する中核機関の運営について、成
年後見制度推進機関の運営ノウハウを有する権利擁護センターめぐろへ委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 331000 健康福祉計画課

296

296

9,060

9,060

13,475

46,200
9

コミュニティ・ソーシャルワーカーの配
置

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　コミュニティ・ソーシャルワーカー配置等経費（委託等)　46,200千円

【歳入】
　重層的支援体制整備事業費（国補助金） 23,100千円
　重層的支援体制整備事業費（都補助金）　9,625千円

　目黒区社会福祉協議会にコミュニティ・ソーシャルワーカー（CSW）を配置し、地域の中で支援を必要とす
る人を発見、伴走型の個別支援を通して、複雑化・複合化する地域の課題に住民とともに取り組み、地域資
源の開発や新たな支え合いの仕組みをつくり、地域づくりを推進する。活動の充実を図るため、令和7年度は
6人を配置する（※生活支援コーディネーターと兼務）。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8
地域福祉保健医療に関する計画策定のた
めの基礎調査

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　地域福祉保健医療に関する計画策定に係る基礎調査等経費（委託等）　9,060千円

　支援関係事業所・団体等、社会福祉法人、NPO、民生委員・児童委員に対して、WEB回答用調査票による調
査と、ヒアリングによる実態調査を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7
地域福祉の推進（「助けてと言える社
会」づくり（社会的包摂の啓発））

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　講演会開催経費（報償費等）　296千円

　地域における社会的排除・社会的孤立を解消し、地域福祉を推進していくためには、福祉教育の推進が不
可欠であることから、ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）や援助を受け入れる力「受援力」等の理
解を深めるため、講演会等を開催する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 331000 健康福祉計画課

1,348

7,000

296,999 0 0

352,689 0 0
合計

10 生活支援体制整備事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　生活支援体制整備事業経費（委託等）　  7,000千円

【歳入】
　重層的支援体制整備事業費（国補助金）　2,695千円
　重層的支援体制整備事業費（都補助金）　1,347千円
　介護保険特別会計繰入金　　　　　　　　1,610千円

　目黒区社会福祉協議会に委託し5地区に配置する生活支援コーディネーターは、地域の活動団体等の情報共
有、連携の場である各地区協議体の活動を支援し、多様な支え合い活動に取り組んでいる。協議体の運営充
実及び生活支援サービスの創出のため、令和7年度は生活支援コーディネーターを4人配置する（※コミュニ
ティ・ソーシャルワーカー（CSW）と兼務）。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

0

31,114

1,100

2,200

332

1,322

　令和5年度からひきこもり相談支援員の配置を行い、相談窓口の充実を図るとともに、オンラインを活用し
た相談事業を行っている。令和7年度からは都の補助事業を活用し、居場所づくり等支援体制の強化を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 ひきこもり相談支援の機能強化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ひきこもり相談支援事業　　1,322千円

【歳入】
　ひきこもり支援推進体制立ち上げ支援補助事業費（都補助金）　　990千円

　介護保険法では、医療や介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らすことが出来る
よう、地域包括ケアシステムの構築を目指すため、在宅医療・介護連携推進事業が示されている。その中で
「切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進」として、在宅療養者が発熱等の病状急変時（救急車
対応除く）に、かかりつけ医と在宅療養支援病床確保病院の連携により一時的な治療入院ができるよう、在
宅療養支援病床を確保する。

　高齢化の進展に伴い、認知機能の低下や何らかの認知症の症状を有する人の増加が見込まれている。認知
症に関する理解促進を図るとともに認知症検診を推進することにより、早期診断と早期対応の促進を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 在宅療養支援病床確保事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　在宅療養支援病床確保事業経費（委託等）　2,200千円

【歳入】
　地域医療介護総合確保事業費（都補助金）　1,100千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　認知症検診推進事業（報償費等）　31,114千円

【歳入】
　認知症検診推進事業費（都補助金）  　31,114千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333100 福祉総合課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 認知症検診推進事業の実施
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333100 福祉総合課

166

860

1,598 0 0

35,496 0 0
合計

　介護者の応援ボランティアや認知症支援ボランティアの活動支援を行う。また、若年性認知症対策とし
て、家族同士の交流を通じた心理的ケアの実現を目的とした家族会や普及啓発を目的とした講演会などを開
催する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 認知症地域支援・ケア向上事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　認知症地域支援・ケア向上事業経費（委託等）　860千円

【歳入】
　地域支援事業交付金等　　　　　　　　　　　　694千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

17,134

17,134

43,323

43,323

19,091

19,091

　介護保険事業計画及び老人福祉計画の基礎資料とするため、介護保険被保険者及び介護サービス事業者に
対して6種類の調査を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 介護保険事業計画等基礎調査

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　調査経費等（委託等）　19,091千円

　地方公共団体情報システム標準化の一環として、介護保険システムの標準化を実施する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

　対象者の合計所得金額が0円である、または、公的年金等控除後及び給与所得控除後の本人の合計所得金額
が10万円以内である対象者が属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が住民税非課税の場合等、一定の要件を
全て満たす場合、申請により対象者の居宅サービスの介護保険利用者負担割合を約2分の1に軽減する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
地方公共団体情報システム標準化（介護
保険システム）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　介護保険システム標準化適用経費（委託等）　　43,323千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　低所得利用者負担軽減補助（補助金等）　17,134千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333300 介護保険課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 低所得利用者負担額軽減補助事業
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333300 介護保険課

528

528

80,076 0 0

80,076 0 0
合計

　介護保険料の納入について、スマートフォン決済（電子マネー）で行えるようにし、これに係る収納業務
を委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 電子マネー収納委託（介護保険課）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　電子マネー収納経費（委託等）　528千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

716

1,396

578

1,731

118

118
3 高齢者の就労支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　高齢者の就労支援事業経費（印刷製本等）　118千円

　シルバー人材センターと連携し、中高年齢者の就労をテーマにした講演会等を実施することで、中高年齢
者の就労を支援する。
　社会保険労務士等による中高年齢者の就労にかかる情報提供（社会状況の変化、勤務形態など）や、実際
に就労する高年齢者（シルバー人材センター会員）の体験談など、就労に対する関心や意欲の持てる講演内
容とし、中高年齢者の就労へとつなげる。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 地域デビュー支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域デビュー支援事業（委託等）　　　　　　1,731千円

【歳入】
　人生100年時代セカンドライフ応援事業費（都補助金）　　　1,153千円

　団塊世代や中高年齢者の方たちが地域活動をはじめるきっかけとなる機会を提供し、定年退職高齢者等
が、地域の中で役割をもっていきいきと生活できるような活動を支援する。絵本読み聞かせシニアボラン
ティア養成講座を実施することで、地域社会参加のきっかけづくりや意識啓発を図る。
　

　高齢者の閉じこもりを防ぎ、地域の居場所づくりを推進するため、「地域交流サロン」事業を実施すると
ともに、閉じこもり防止や食生活の改善・健康の増進を図るため、「会食サービス」事業を実施する。
　特別養護老人ホーム中目黒・東山・東が丘及びさんホーム目黒において、目黒区社会福祉事業団の自主事
業として実施している会食サービスについて利用料の補助を行う。また、社会福祉法人徳心会が運営するこ
ぶしえんにおいて、地域交流サロン・会食サービス事業を委託事業として実施する。なお、高齢者センター
においては社会福祉法人奉優会の指定管理業務の一環として、地域交流サロン・会食サービス事業を実施す
る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 地域交流サロン・会食サービス事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域交流サロン・会食サービス事業（委託等）　 1,396千円

【歳入】
　高齢者施策推進区市町村包括補助事業費（都補助金）　380千円
　TOKYO長寿ふれあい食堂推進事業費（都補助金）　300千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333500 高齢福祉課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333500 高齢福祉課

18,917

18,965

4,202

15,455
5 介護・福祉人材の育成事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　介護・福祉人材の育成事業経費（補助金等）　15,455千円

【歳入】
　区市町村介護人材対策事業費（都補助金）　 11,253千円

　介護・福祉人材の定着・育成に効果的な施策として下記の事業を実施する。

①介護職員初任者研修及び実務者研修受講費補助
　区内介護事業所に勤務し、初任者又は実務者研修を修了した者に対し、事業所を通じて受講費の一部また
は全部を補助
②介護・福祉人材育成事業
　介護技術の向上に資する研修の実施及び業務上の悩みを相談できる窓口設置
③特別養護老人ホーム職員研修費補助事業
　民間特別養護老人ホームに勤務する職員の研修等に係る費用の一部を補助
④介護職員介護福祉士資格取得費補助事業（令和7年度新規事業）
　区内介護事業所に勤める者に対し、介護福祉士の資格取得に係る経費の一部を補助

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 介護・福祉人材の確保事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　介護・福祉人材の確保事業経費（補助金等）　18,965千円
　
【歳入】
　区市町村介護人材対策事業費（都補助金）　　    48千円

　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により、介護・福祉人材の確保が厳しい状況が続いているため、人
材確保に効果的な施策として下記の事業を実施する。

①介護職員宿舎借上げ補助事業
　民間特別養護老人ホームの事業者が職員のために借上げた賃貸住宅の家賃の一部または全部を補助
②めぐろ福祉しごと相談会
　区内介護・障害福祉事業者の就職相談会を年2回開催
③ノーリフティングケア推進事業
　民間特別養護老人ホームに対し、介護職員の腰痛予防に資する福祉機器の導入費用の一部補助
④有償ボランティアマッチング事業（令和7年度新規事業）
　地域住民（有償ボランティア）と介護施設をマッチングするサービス費用の一部補助

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333500 高齢福祉課

330,653

378,502

30,805

242,156

70,145

70,145
8 いこいの家管理運営等

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　いこいの家管理運営（委託等）　70,145千円

　いこいの家の管理運営は平成24年度から住区住民会議とシルバー人材センターに委託している。いこいの
家は令和７年度にコミュニティルームに移行するが、引き続き管理運営等の業務を委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 地域密着型サービス基盤等の整備支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　認知症高齢者グループホーム整備費補助（２ユニット）　　158,402千円
　小規模多機能型居宅介護整備費補助（１施設）　　　　　　 83,754千円
　
【歳入】
　地域密着型サービス等整備費助成事業費（都補助金）　　108,415千円
　地域医療介護総合確保事業費（都補助金） 　　　　　　 102,936千円

　区民が住み慣れた地域で安心して生活を続けていけるよう、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能
型居宅介護拠点などの地域密着型サービスの整備を促進し、介護サービス基盤の充実を図る。施設整備に
当っては民間活力を活用するため、区独自の補助制度を設け、民間事業者による施設整備を支援する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.17「地域密着型サービス基盤等の整備支援」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

6
特別養護老人ホーム等の整備（駒場住宅
跡地）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　特別養護老人ホーム整備費補助　　　　321,600千円
　小規模多機能型居宅介護整備費補助　　49,500千円
　認知症対応型通所介護整備費補助　　　 7,402千円

【歳入】
　地域密着型サービス等整備費助成事業費（都補助金）　　 19,657千円
　地域医療介護総合確保事業費（都補助金）　　 28,192千円

　様々なサービスを利用しても在宅生活を継続することが困難な方が、必要な介護サービスを的確に受ける
ことができるよう特別養護老人ホームの整備を促進する。施設整備に当たっては民間活力を活用するため、
区独自の補助制度を設け、民間事業者による施設整備を支援する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.16「特別養護老人ホーム整備支援」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333500 高齢福祉課

0

47,464

6,600

6,600

6,600

6,600
11

東が丘在宅ケア多機能センターの運営管
理経費

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　運営管理経費（委託等）　　6,600千円

　東が丘在宅ケア多機能センターの安定した運営を支援するため、指定管理経費を支出する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10
田道在宅ケア多機能センターの運営管理
経費

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　運営管理経費（委託等）　　6,600千円

　田道在宅ケア多機能センターの安定した運営を支援するため、指定管理経費を支出する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

9 区立特別養護老人ホーム備品購入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　特別養護老人ホーム備品購入経費（備品購入等）　47,464千円

【歳入】
　社会福祉施設整備寄付金等積立基金繰入金　47,464千円

　区立特別養護老人ホームは、24時間365日稼働施設であり、その備品についても通常施設のものより経年劣
化が著しいため、安定した施設運営を行うためにも、計画的に備品類の入れ替えを行う必要がある。令和7年
度は機械浴槽等の入れ替えを行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333500 高齢福祉課

6,600

6,600

9,646

9,646

485,580 0 0

805,378 0 0
合計

13 高齢者福祉住宅改修等工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　高齢者福祉住宅改修等工事　　9,646千円

　コーポ三田における旧生活協力員居室の用途変更に伴う改修工事を行う。また、コーポ目黒本町1階店舗等
の解体・撤去工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

12
東山在宅ケア多機能センターの運営管理
経費

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　運営管理経費（委託等）　　6,600千円

　東山在宅ケア多機能センターの安定した運営を支援するため、指定管理経費を支出する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

5,168

5,168

3,192

3,192

1,486

1,486
3

知的障害者グループホーム運営費補助
（新規施設分）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　知的障害者グループホーム運営費補助　1,486千円

　目黒区障害者グループホーム等整備費補助金交付要綱による補助を受け新たに整備された事業所の運営法
人に対し、目黒区知的障害者グループホーム運営費補助要綱に基づき、運営費の一部（世話人人件費等）を
補助する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.18「障害者グループホームの整備支援」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
障害者グループホームの運営支援（新規
施設分）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　障害者グループホーム運営費補助　3,192千円

　目黒区障害者グループホーム等整備費補助金交付要綱による補助を受け新たに整備された事業所の運営法
人に対し、目黒区障害者グループホーム運営支援事業実施要綱に基づき、運営費（都加算）を補助する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.18「障害者グループホームの整備支援」）に該当するものです。

　目黒区障害者計画策定のための基礎資料を得ることを目的として調査を実施する。
　身体障害者、知的障害者、精神障害者及び難病患者、児童の保護者について、無作為抽出した対象者に調
査票を郵送する。回答方法は、郵送またはインターネットを想定。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 目黒区障害者計画策定に関する基礎調査

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区障害者計画策定に関する基礎調査等（委託等）　5,168千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336500 障害施策推進課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336500 障害施策推進課

7,200

7,200

3,268

13,070

73,104

73,104
6 相談支援事業委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　相談支援事業（委託等）　73,104千円

　障害福祉サービス及び障害児通所支援を利用するには、原則として全ての障害児者に対しサービス等利用
計画の作成が必要とされている。区では、サービス利用者に対し相談支援事業所等が不足している状況を踏
まえ平成27年度から目黒区障害者相談支援事業の委託を開始した。
　引き続き、目黒区障害者相談支援委託事業実施要綱に基づき障害者相談支援事業委託を行い、相談支援体
制の充実を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
訪問系障害福祉サービス事業所人材確保
支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　訪問系障害福祉サービス事業所人材確保支援事業（補助金等）　13,070千円
　
【歳入】
　訪問系障害福祉サービス事業所人材確保対策支援事業費（都補助金）　9,802千円

　居宅介護・重度訪問介護事業所が高齢者・大学生等を採用し、ヘルパーをサポートする人材を確保するた
めの経費を助成することに加え、サポートする人材が事業所への本採用に向けて資格取得を目指す場合の経
費の補助等を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
民間障害者グループホーム等職員宿舎借
り上げ補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　職員宿舎借上費（補助金等）　7,200千円

　区内の民間障害者施設（共同生活援助、施設入所支援、短期入所）を運営する法人に対して、職員の宿舎
借上げに要する経費の一部を補助し、人材の確保・定着を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336500 障害施策推進課

20,000

20,000

5,510

8,640

639

1,000
9 自発的活動支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　自発的活動支援事業（補助金等）　1,000千円

【歳入】
　地域生活支援事業費（国補助金）　241千円
　地域生活支援事業費（都補助金）　120千円

　区内在住の重症心身障害児とその家族が参加する団体が実施する自発的活動（家族の交流会や学習会等）
に要する費用の一部を補助することにより、自発的活動の円滑な実施及び重症心身障害児とその家族の社会
参加の拡充を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 日中一時支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　日中一時支援事業給付費　8,640千円
　
【歳入】
　地域生活支援事業費（国補助金）　2,087千円
　地域生活支援事業費（都補助金）　1,043千円

　日中の通所後における障害者の活動の場を確保するとともに、共働きやひとり親等の障害者世帯の就労を
支援するため、障害者総合支援法に位置付けられている地域生活支援事業である日中一時支援事業を民間事
業所にて行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 障害者グループホームの整備支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　整備費補助　20,000千円

　東京都が実施する障害者通所施設等整備費補助事業による補助金交付を受ける事業所に対し、障害者グ
ループホーム等の整備に要した費用の一部を補助する（上限16,000千円。ただし、重度化対応する場合は
4,000千円を加え上限20,000千円）。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.18「障害者グループホームの整備支援」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336500 障害施策推進課

1,000

2,000

147,611

147,611

1,723

1,723
12

物価高騰に対する負担軽減策（かみよん
工房）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　かみよん工房運営管理経費（委託等）　1,723千円

　指定管理者に対して、物価高騰により経費負担が増加した分を指定管理料として支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 障害福祉施設送迎委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　障害福祉施設送迎バス経費（委託等）　147,611千円

　通所型の区立障害福祉施設において、自主通所が困難な方に対し通所バス（9台）にて送迎を実施すること
により、障害者の日中活動の場を保障する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 障害者青年・成人期余暇活動支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　余暇活動支援事業費（補助金等）　2,000千円

【歳入】
　障害者施策推進区市町村包括補助事業費（都補助金）　1,000千円

　余暇活動支援事業の円滑な実施及び障害者等の日常生活の拡充を図るため、区内在住の障害者等を支援す
る法人が実施する余暇活動の支援事業に要する費用の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336500 障害施策推進課

4,075

4,075

1,908

1,908

3,145

3,145
15

物価高騰に対する負担軽減策（下目黒福
祉工房）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　下目黒福祉工房運営管理経費（委託等）　3,145千円

　指定管理者に対して、物価高騰により経費負担が増加した分を指定管理料として支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14
物価高騰に対する負担軽減策（目黒本町
福祉工房）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒本町福祉工房運営管理経費（委託等）　1,908千円

　指定管理者に対して、物価高騰により経費負担が増加した分を指定管理料として支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13
物価高騰に対する負担軽減策（大橋えの
き園）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　大橋えのき園運営管理経費（委託等）　4,075千円

　指定管理者に対して、物価高騰により経費負担が増加した分を指定管理料として支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336500 障害施策推進課

0

11,403

5,123

6,621

284,152 0 0

311,346 0 0
合計

17
物価高騰に対する負担軽減策（心身障害
者センター）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　心身障害者センター運営管理経費（委託等）　6,621千円

【歳入】
　重層的支援体制整備事業費（国補助金）　698千円
　地域生活支援事業費（国補助金）　301千円
　重層的支援体制整備事業費（都補助金）　349千円
　地域生活支援事業費（都補助金）　150千円

　指定管理者に対して、物価高騰により経費負担が増加した分を指定管理料として支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16 下目黒福祉工房のLED化工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　照明器具LED化工事　11,403千円
　
【歳入】
　社会福祉施設整備寄付金等積立基金繰入金　11,403千円

　下目黒福祉工房の既存照明器具をLED照明器具に交換する工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

1,863

5,844

2,521

3,952

　手話の理解促進・普及啓発事業を委託し、以下事業を実施する。

〇出張手話講座：区内事業者、福祉施設、医療機関等に対して手話指導を行う。年12回程度。
〇手話講演会：手話イベントを開催する。年2回程度。
〇手話劇の講演：特別イベントとして手話劇を開催する。年1回程度。
〇防災に係る出展：防災イベントにブースを出展する。年2回程度。
〇手話動画作成及び配信：手話動画やその配信を行う。年3回程度。
〇パンフレット等作成：当該事業に伴うパンフレット等製作を行う。

　失語症会話パートナー等事業を委託する。

○失語症会話パートナー養成講座の開催
　失語症を理解し、適切な会話技術を用いることで、失語症当事者のパートナーとして情報保障や地域社会
との懸け橋となる失語症会話パートナーを養成する。
○ことばの集い（失語症当事者等サロン）の開催
　言語による意思疎通に障害がある方を対象に、その方の持っている機能を活かし、より良い言語生活を営
むことができるよう、言語機能維持のための集団プログラムと社会参加の場を提供することを目的に失語症
当事者等サロンの場を提供する。
○失語症会話パートナー派遣事業
　失語症会話パートナーとして失語症当事者に対する意思疎通支援に係る派遣コーディネート業務を行うと
ともに、活躍の場を開拓、事業の周知啓発を促進する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 手話の理解促進・普及啓発事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　手話の理解促進・普及啓発（委託等）　3,952千円

【歳入】
　地域生活支援事業費（国補助金）　954千円
　地域生活支援事業費（都補助金）　477千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　失語症会話パートナー等事業費（委託等）　5,844千円

【歳入】
　地域生活支援事業費（国補助金）　1,412千円
　地域生活支援事業費（都補助金）　706千円
　失語症者向け意思疎通支援派遣促進事業費（都補助金）　1,863千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336600 障害者支援課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 失語症会話パートナー等事業

84



※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336600 障害者支援課

1,300

1,300

6,816

9,951

3,432

6,864

　病状が安定している精神障害者及びその家族に対して、退院の動機付けや地域生活に必要な施設等の見
学、関係機関との連携を図りながら、法に基づく指定地域相談支援（地域移行支援及び地域定着支援）の
サービス利用申請をするまでの相談支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 精神障害者退院相談支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
 　精神障害者退院相談支援事業（委託等）　 6,864千円

【歳入】
 　地域生活支援事業費（国補助金） 3,432千円

　高次脳機能障害は、交通事故や脳血管障害等により脳に損傷を受けた場合に、言語や記憶、空間認知等の
機能に障害が発生し、日常生活や社会生活に制約がある状態をいう。高次脳機能障害者支援に高度な専門性
を有する法人に事業を委託し、当事者及びその家族への相談支援等を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 高次脳機能障害者支援促進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　高次脳機能障害者支援促進事業費（委託等）　9,832千円
　高次脳機能障害者緊急相談支援事業（委託等）　119千円

【歳入】
　高次脳機能障害者支援促進事業費（都補助金）　 　　3,076千円
　障害者施策推進区市町村包括補助事業費（都補助金）　59千円

　多様な障害、異なる障害程度を踏まえて障害者参加型防災訓練を実施する。より現実に近い体験が可能と
なるように起震車体験、初期消火訓練、AED体験、AR・VR体験などの体験型プログラム等を中心に実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 障害者参加型防災訓練

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　障害者参加型防災訓練実施経費（委託等）   1,300千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 336600 障害者支援課

0

10,255

15,932 0 0

38,166 0 0
合計

　２階療育室前共用部分に新たに空調機を設置する。また、地下１階及び３階シャワー室を改修し、教材や
療育遊具等を保管する倉庫への改修工事を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

6
ひまわりプラザ空調機設置工事及びシャ
ワー室改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　２階療育室前共用部分空調機設置工事等　　10,255千円

【歳入】
　社会福祉施設整備寄付金等積立基金繰入金　10,255千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

5,998

5,998

2,376

2,376

8,374 0 0

8,374 0 0
合計

　生活保護業務において複数の資料から根拠法等を探しているが、AIツールの導入により単語の入力だけ
で、該当する根拠法や関連通知などが複数提示され、効率化及び幅広い知識の習得に繋がる。また、窓口や
電話での相談業務でも正確、迅速な対応が可能となるためAIツールを導入する。

　令和3年5月に地方公共団体情報システムの標準化に関する法律が公布され、国が示す標準仕様に適合した
システムへの移行が地方公共団体に義務づけられ、令和7年度末までに生活保護を含む18の業務について標準
化するよう求められている。
　生活保護業務で使用するレセプト情報管理システムについて、標準準拠システムを導入する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 AIツールの導入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　生活保護ケースワークAI支援サービス導入経費　2,376千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　レセプト情報管理システム標準化対応経費（委託等）　5,998千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 337000 生活福祉課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 レセプト情報管理システム標準化対応
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

738

1,282

16,170

16,170

112,390

112,390

　国が行う地方公共団体情報システムの標準化への移行に向けた、令和7年度におけるシステム対応を実施す
る。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3
保健所システム改修（システム標準化に
向けた対応）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　標準化経費（委託等） 112,390千円

　令和７年のデータ標準レイアウト（令和７年６月版）に基づき、情報連携（副本登録等）に係るプロジェ
クト管理・設計・製造・テストを行う。

　地域防災計画で定める「緊急医療救護所」の資器材等整備や医療機関等との救護所運営訓練を実施し、よ
り実効性の高い緊急医療救護体制を確保する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 保健所システム改修

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　システム関係経費（委託等）　16,170千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　緊急医療救護所用資機材整備等経費（消耗品等）　1,282千円
　
【歳入】
　保健医療政策区市町村包括事業補助金（都補助金）　544千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 331500 健康推進課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 災害時体制整備の推進（災害時医療）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 331500 健康推進課

5,886

5,886

8,800

8,800

143,984 0 0

144,528 0 0
合計

　令和7年度に区民の健康づくりに対する意識や生活習慣の実態を把握するための区民意識調査を行い、令和
7・8年度の2か年で健康めぐろ21の改定作業を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 健康めぐろ21改定

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　区民意識調査実施、計画改定支援等（委託等）　8,800千円

【成人歯科健康診査年齢拡大分】
　追加する２０歳、３０歳、８０歳の対象者へ受診券を送付し、健診を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 成人・老人保健対策事業（健康診査）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　健診実施経費（委託等）　5,886千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

7,342

7,342

4,047

4,047

11,389 0 0

11,389 0 0
合計

　碑文谷保健センターの試験検査業務廃止移転に伴い、現在、同センターで実施している水質検査等（公衆
浴場、プール等）を民間委託により実施する。

　碑文谷保健センターの試験検査業務廃止移転に伴い、現在、同センターで実施している食品収去検体の細
菌検査を民間委託により実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 水質検査等の民間委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　水質検査　4,047千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　食品微生物検査　7,342 千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 332000 生活衛生課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 収去検体の細菌検査委託
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

4,400

4,400

40,000

40,000

138,967

139,286
3 妊娠期からの包括的支援（保健予防課）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ファーストバースデーサポート事業経費等（委託等）　　　　　139,286千円
　
【歳入】
　出産・子育て応援交付金（国補助金）　　　 　288千円
　重層的支援体制整備事業交付金（国補助金）　　25千円
　重層的支援体制整備事業交付金（都補助金）     6千円

　妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない包括的支援体制を構築するため、伴走型相談支援（妊婦面接及
び育児用品カタログギフトの配布、妊娠後期アンケート及び面接）、産後ケア事業、ファーストバースデー
サポート事業、多胎児家庭支援事業等を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 新生児誕生祝金

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新生児誕生祝金（補助金等）　40,000千円

　出産に係る経済的負担を軽減するため、区に出生通知票を提出した世帯に対し、新生児1人につき2万円の
祝い金を支給する。

　東京都の特定不妊治療費（先進医療）助成承認決定後、当該決定通知書を添えて区に申請手続きを行うこ
とにより、先進医療の自己負担分から都の助成額を差し引いた金額に対し、5万円を限度に助成を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 特定不妊治療費（先進医療）助成事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　不妊治療費助成（補助金等）　4,400千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 332300 保健予防課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 332300 保健予防課

17,835

327,526

3,181

4,639

13,452

23,023
6

風しん抗体検査及び日本脳炎予防接種
（経過措置）の実施

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　日本脳炎予防接種（経過措置）  3,796千円
　風しん抗体検査及び予防接種 　19,227千円

【歳入】
　特定感染症検査等事業費（国補助金）　　　　　　　　　 5,051千円
　保健医療政策区市町村包括補助事業費（都補助金）　　　 4,447千円
　予防接種他区接種者受託収入　　　　　　　　  　　　　　　73千円

　積極的勧奨の差し控えにより接種機会を逃した者への日本脳炎予防接種（経過措置）を定期接種として実
施する。
　また、先天性風しん症候群（風しんウイルスの胎内感染によって先天異常を起こす感染症）予防のため、
妊娠または妊娠を希望している者とその同居者を対象とした風しん抗体検査及び予防接種の公費負担事業を
実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
HIV・性感染症（梅毒・性器クラミジア）
検査事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　HIV・梅毒・性器クラミジア感染症検査手数料　1,283千円
　検査運営費（委託等）　　　　　　　　　　　 3,356千円

【歳入】
　特定感染症検査等事業費（国補助金）　1,458千円

　HIV及び性感染症（梅毒・性器クラミジア感染症）の無料、匿名検査事業の運営委託等を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 東京都出産・子育て応援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　出産応援ギフト・子育て応援ギフト経費（委託等）　　　　107,526千円
　妊婦のための支援給付金（補助金等）　　　　　　　　　　220,000千円

【歳入】
　出産・子育て応援交付金（国補助金）　　　　　　　　　　71,858千円
　妊婦のための支援給付交付金（国補助金）　　　　　　　 220,000千円
　東京都出産・子育て応援事業補助金（都補助金）　　　　　17,833千円

「出産・子育て応援給付金」
　令和7年3月31日までに妊娠届出や出生届出を行った妊産婦等に対し、妊娠期5万円分及び出産後10万円分の
電子クーポンを利用するためのギフトカードを配布し、出産育児用品の購入や子育てサービス等の利用負担
の軽減を図る。
「妊婦のための支援給付」
　令和7年4月1日以降に妊娠届出した妊婦に5万円、その後、妊娠している子どもの人数の届出を受けたのち
に妊娠している子どもの数×5万円を支給する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 332300 保健予防課

178,668

385,224

396,503 0 0

924,098 0 0
合計

7 新型コロナワクチン接種事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新型コロナワクチン接種事業経費（委託等）　　　　　　　　　385,224千円

【歳入】
　新型コロナ定期予防接種ワクチン確保事業助成金令和6年度事業分（国補助金） 　 154,776千円
　新型コロナ予防接種他区接種者受託収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　    51,780千円

　新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、死亡者や重傷者の発生を可能な限り減らすことを目的とし
て、新型コロナワクチン接種を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

43,113

173,506

43,113 0 0

173,506 0 0

　妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない包括的な支援体制を構築するため、伴走型相談支援（妊婦面接
及び育児用品カタログギフトの配布、妊娠後期アンケート及び面接）、産後ケア事業、ファーストバース
デーサポート事業、多胎児家庭支援事業等を実施する。

合計

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ゆりかご・めぐろ事業（育児パッケージ等）　24,000千円
　多胎児家庭支援事業（消耗品等）　　　　　　 2,324千円
　産後ケア事業（委託等）　　　　　　　　　 146,996千円
　関係医療機関連絡調整会議等　　　　　　　　　186千円

【歳入】
　母子保健衛生費国庫補助金（国補助金）　　　　　　　　　88,731千円
　上記補助金の都補助分　　　　　　　　　　　　　　　　　43,352千円
　重層的支援体制整備事業費(国補助金・都補助金） 　　　　　　31千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 333000 碑文谷保健センター

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 妊娠期からの包括的支援（碑文谷ＨＣ）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

82,505

82,505

1

2,784

0

11,844
3 多様な他者との関わりの機会の創出事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区私立幼稚園における多様な他者との関わりの機会の創出事業費補助金　11,844千円

【歳入】
　多様な他者との関わりの機会の創出事業費補助金　11,844千円

　私立幼稚園において、空き保育室や教育活動時間以外の時間帯に、主として保育所や幼稚園等に通ってい
 ない、又は在籍していない乳幼児（原則、0歳児から2歳児）を、定期的に預かる。

　区はこの事業を実施する幼稚園に対して、運営費及び開設準備経費等を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 子ども・若者社会参画プロジェクト

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ＭＥＧＵＲＯこどモニター(仮称）事業経費（消耗品等）　300千円
　目黒区子ども若者会議(仮称）事業経費（委託等）　　　2,484千円

【歳入】
　子供・長寿・居場所区市町村包括補助事業（都補助金）　2,783千円

子どもや若者の社会参画・意見反映の場を設けるための事業
・ＭＥＧＵＲＯこどモニター(仮称）
　小学生から高校生対象(区内在住・在学)の子どもを募集し登録制インターネットアンケート方式をとる。
　年間3回(6月、10月、2月)を予定。
・目黒区子ども若者会議(仮称）
　16歳から25歳(区内在住・在学・在勤)15名を募集し区に対して施策立案を行う。
　年6回程度　対面方式

【サービス向上】
　電子申請の推進を踏まえた受付窓口の一元化（書かない窓口、来させない窓口）、子どもの待機場所の確
保。
【業務改善】
　業務手順可視化ツールを用いた業務改善手順書の作成。
【オフィス改革】
　2階を区民窓口と6階をクローズドオフィスとして執務室の環境整備を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1
区民サービス向上に資する窓口環境等の
整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　番号発券機システム機器設置（委託等）4,483千円
　ツールライセンス費用　　　　　　　　  990千円
　消耗品備品等購入　　　　　　　　　 52,935千円
　什器等入れ替え経費（委託等）　　　　3,971千円
　建築工事等　　　　　　　　　　 　　20,126千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

33,013

33,013

24,800

24,800

7,210

16,480
6 子ども食堂推進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　子ども食堂推進事業経費（補助金等）　16,480千円

【歳入】
　子供食堂推進事業補助金（都補助金）　 9,270千円

 子ども食堂を実施する民間団体の運営費に対して補助を行うことで、地域の子どもたちへの食事や交流の場
を確保する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 私立幼稚園預かり保育事業補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　私立幼稚園預かり保育事業補助　24,800千円

　幼児教育の充実と振興を図り、教育条件の向上に資するため、私立幼稚園の預かり保育事業に対して補助
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 私立幼稚園給食支援補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　私立幼稚園給食支援補助　33,013千円

　区内私立幼稚園において、園児に対して給食の提供（外部事業者への委託も含む）を実施している場合、
その取り組みに対して補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

23,458

44,172

8,991

8,991

1,824

3,647
9

子育てポータルサイト及び子育て支援ア
プリの再構築

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　子育てポータルサイト及び子育て支援アプリの再構築（委託等）　　1,667千円
　子育てポータルサイト及び子育て支援アプリの保守管理（委託等）　1,980千円

【歳入】
　子供家庭支援区市町村包括補助事業（都補助金）　1,823千円

　子育てポータルサイト及び子育て支援アプリで発信する子育て支援情報の充実を図るため、ポータルサイ
ト及びアプリの再構築を行い、保守管理を委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 ベビーシッター利用支援事業（拡充）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ベビーシッター利用支援事業拡充経費（補助金等）　8,991千円

　子育て家庭を支援し、多様な保育ニーズに対応するため、ベビーシッター利用支援事業を実施し、ベビー
シッターによる保育を必要とする保護者に対し、利用料の一部を助成する事業の拡充分として、小学校１～
３年生を対象に実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7
子供の居場所創設事業施設整備費及び運
営費

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　整備費補助　22,742千円
　運営費補助　21,430千円

【歳入】
　東京都子供の居場所創設事業（都補助金）　20,714千円

　区有施設を活用して子供の居場所創設事業（及び子育てふれあいひろば）を実施する。実施手法としては
民間事業者との間で事業実施に係る協定を締結し、民間事業者を運営実施主体とした区の補助事業として実
施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

17,307

43,463

1,131

1,131

27,374

33,364
12 祐天寺学童保育クラブ運営費補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区民間学童保育クラブ運営費補助　33,364千円

【歳入】
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　　　　1,957千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）　　　1,957千円
　都型学童保育クラブ補助事業（都補助金）　　　　2,076千円

　一部地域における保育が必要な児童の居場所確保の観点から、祐天寺学童保育クラブの運営に必要な経費
を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11
人件費上昇等に伴う児童館運営費補助金
の増額

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　人件費増額経費（補助金等）　1,131千円

　私立児童館を運営する事業者に対し、補助金（人件費分）を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 民間子育てふれあいひろばへの支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民間子育てふれあいひろば補助及び子育て支援活動の展開等（補助金等）　43,463千円

【歳入】
　子供家庭支援区市町村包括補助事業（都補助金）　　　　　　　　　　　　　　　　7,012千円
　重層的支援体制整備事業交付金、地域子ども・子育て支援事業費（国補助金）　　　9,572千円
　重層的支援体制整備事業交付金、地域子ども・子育て支援事業費（都補助金）　　　9,572千円

　民間の力と連携した拠点づくりを行い、地域における子育て支援の充実を図り、利用者が身近な場所で利
用できるようにするため、２か所の子育てふれあいひろばを整備する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

3,504

3,504

2,735

8,149

6,600

6,600
15 学童保育クラブ非常通報装置更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　非常通報装置更新経費　6,600千円

　学童保育クラブに設置している非常通報装置の生産終了に伴い部品交換も終了するため、機種交換する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14
医療的ケア児対応（公営学童保育クラ
ブ）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　医療的ケア児対応に係る看護師派遣経費　 8,149千円

【歳入】
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　　2,707千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）　2,707千円

　医療的ケア児が通所する公営学童保育クラブに、適切な医療行為を実施することができる有資格者を配置
し、医療的ケア児保育を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13
人件費上昇等に伴う運営委託料・補助金
の増額（民間学童）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民間学童保育クラブ運営（委託等）　2,610千円
　民間学童保育クラブ運営費補助　　　　894千円

　放課後児童健全育成事業を実施する事業者に対し、委託料・補助金（人件費分）を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

0

7,774

198

594

895

2,681
18

放課後児童支援員等処遇改善事業（東山
第１～３学童保育クラブ）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区放課後児童支援員等処遇改善事業補助　2,681千円

【歳入】
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　　893千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）　893千円

　放課後児童健全育成事業を行う事業所に対し、放課後児童支援員や補助員等の処遇改善のため、報酬月額
等を引き上げるための補助を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

17
放課後児童支援員等処遇改善事業（祐天
寺学童保育クラブ）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区放課後児童支援員等処遇改善事業補助　594千円

【歳入】
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　　198千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）　198千円

　放課後児童健全育成事業を行う事業所に対し、放課後児童支援員や補助員等の処遇改善のため、報酬月額
等を引き上げるための補助を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16 学童保育クラブ昼食提供支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学童保育クラブ昼食提供支援事業経費（委託等）　7,774千円

【歳入】
　子供家庭支援区市町村包括補助事業費（都補助金）7,774千円

　学童保育クラブにおける長期休業中の昼食の配食運搬にかかる事業委託経費。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

1,320

1,320

6,113

6,113

9,472

9,472
21

人件費上昇等に伴う運営委託料の増額
（児童館併設学童）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　人件費増額経費（委託等）　　9,472千円

　放課後児童健全育成事業を実施する事業者に対し委託料（人件費分）を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

20
不動児童館男子バリアフリートイレ内装
工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　不動児童館男子バリアフリートイレ内装改修工事　6,113千円

　経年劣化が進み改修の必要が生じている不動児童館のトイレについて、内装改修工事を行うことで利用者
の快適性を確保する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

19
中目黒住区センター児童館学童保育クラ
ブの移転

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　物品運搬作業費（通信運搬料）　1,320千円

　中目黒スクエアの全館改修工事の完了時期に合わせて、中目黒住区センター児童館学童保育クラブを臨時
実施場所であるめぐろ学校サポートセンターから中目黒スクエアへ移転する作業を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

3,709

3,709

15,539

15,539

109,031

122,084
24 区立児童館及び学童保育クラブの民営化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　①東山児童館及び併設する３つの学童保育クラブ委託化初年度経費　107,367千円
　②緑が丘児童館、学童保育クラブの運営移行準備経費 　　　　　  14,296千円
　③向原児童館及び学童保育クラブの委託事業者選定委員会経費　　  　　421千円

【歳入】
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　4,524千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）4,524千円
　都型学童保育クラブ補助金（都補助金）　　4,005千円

①令和７年度から東山児童館及び併設する３つの学童保育クラブを民営化する。
②令和８年度から民営化予定の緑が丘児童館、学童保育クラブの運営移行準備（引継ぎ）を行う。
③向原小学校の建替えに伴い令和９年度に複合化する向原小学校内学童保育クラブ、向原小ランランひろ
ば、向原住区センター児童館、向原住区センター児童館学童保育クラブの運営委託事業者の選定を行う。

※この要求事項は、実施計画素案事業（計画No.８「区立児童館及び学童保育クラブの民間事業者による運
営」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

23
物価高騰に係る学童保育クラブ委託料
（賄費）の増額

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民営おやつ代増額分　11,262千円
　公営おやつ代増額分　 4,277千円

　昨今の物価高騰を踏まえ、学童保育クラブにおける適切なおやつを提供する観点から、おやつ代の物価高
騰相当分の賄費を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

22
人件費上昇等に伴う運営委託料の増額
（公設民営学童）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民営学童保育クラブ運営管理委託人件費増額分　3,709千円

　放課後児童健全育成事業を実施する事業者に対し、委託料（人件費分）を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

21,035

31,863

12,213

12,213

2,152

2,152
27 ランランひろばの運営（新規開所）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　物品購入（消耗品・備品購入等） 1,066千円
　電話料金　 　　　　　　　　　　　 36千円
　開設準備経費（委託等）　 　　　1,050千円

　小学校の校庭や体育館、特別教室等を活用し、放課後や夏休みに専任の運営職員の見守りの中で、自主遊
び（校庭遊びやボードゲーム、工作活動等）や自主学習（学習や読書等）を行うことのできる安全・安心な
居場所を提供する。

※この要求事項は、実施計画素案事業（計画No.7「放課後子ども総合プランの推進」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

26
人件費上昇等に伴う運営委託料の増額
（小学校内学童）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　小学校内学童保育クラブ運営管理委託人件費増額分　12,213千円

　放課後児童健全育成事業を実施する事業者に対し、委託料（人件費分）を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

25
医療的ケア児対応（民営学童保育クラ
ブ）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　医療的ケア児対応経費（委託等）　31,863千円

【歳入】
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　　5,414千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）　5,414千円

　医療的ケア児が通所する民営学童保育クラブに、適切な医療行為を実施することができる有資格者を配置
し、医療的ケア児保育を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 341000 子育て支援課

41,356

59,329

6,555

9,915

7,333

7,333

477,374 0 0

616,538 0 0
合計

30
人件費上昇等に伴う運営委託料の増額
（ランランひろば）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ランランひろば運営委託人件費増額分　7,333千円

 　ランランひろば運営を委託する事業者に対し、委託料（人件費分）を増額する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

29 保護者連絡手段のデジタル化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　初期費用　5,328千円
　利用料　　4,587千円

【歳入】
　放課後子供教室推進事業費補助金（都補助金）　3,360千円

　ランランひろばの実施時間の拡大に伴い、児童の安全管理をより効果的に行う必要があるため、導入して
いる保護者連絡システムに、入退室管理機能を追加する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

28
ランランひろばの運営（サービス拡大
分）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ランランひろば運営委託料（サービス拡大分）　59,329千円

【歳入】
　放課後子供教室推進事業費補助金（都補助金）　17,973千円

　ランランひろばの運営事業者に対して、実施日・時間拡大にかかる経費（人件費分）を増額する。
１　実施日の拡大
　　冬季・春季休業期間、教育活動停止日、学校振替休業日、区民の日（都民の日）に新たに事業を実施
　　する。
　　また、１年生も含め、利用開始日を一律４月１日からとする。
２　実施時間の拡大
　　事業終了時間を午後５時から午後６時まで延長する。
　　学校休業日の事業開始時間を午前９時から午前８時３０分に前倒しする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

3,069

12,274

7,269

7,269

2,242

4,915

　関係機関や区民向けに虐待防止に関するリーフレットやグッズの作成配布を行う。また、福祉職、心理職
向けの外部研修への参加や心理検査用備品、心理関連書籍等の購入により職員個々のスキルの向上意識啓発
に取り組む。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 子ども家庭相談支援体制の強化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　子ども家庭相談支援体制の強化経費（印刷製本等）　4,915千円

【歳入】
　児童虐待防止対策等総合支援事業費（国補助金）　1,825千円
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　　　　　　213千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金）　　　　213千円
　重層的支援体制整備事業費（国補助金）　　　　　　338千円
　重層的支援体制整備事業費（都補助金）　　　　　　 84千円

　区内の妊産婦および養育者に係る家事育児支援サービス「家事育児サポーター利用費助成事業」「家事育
児支援ヘルパー派遣事業」の２事業について、申請数の増加により効率的に処理を進めるため、委託事業者
に審査・交付決定通知の送付等、業務の一部を委託する。

　ひとり親家庭の子どもを対象とした学習支援を行うとともに、生活相談や進学相談など子どもの心に寄り
添った支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 家事育児支援サービス事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　申請受付・審査・交付事務等（委託等）　7,269千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ひとり親家庭等生活向上事業（委託等） 12,274千円

【歳入】
　ひとり親家庭等生活向上事業補助金（都補助金） 9,205千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 342000 子ども家庭支援センター

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 ひとり親家庭学習支援事業
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 342000 子ども家庭支援センター

1,796

10,763

32,534

32,534

165

165

47,075 0 0

67,920 0 0
合計

　総合支援拠点整備に向けた関係機関及び地域との連携強化の意識醸成のため、外部講師による職員や区民
向け勉強会を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

6 総合支援拠点整備に向けた意識醸成事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　総合支援拠点整備に向けた意識醸成事業（報償費等）　 165千円

　区内児童相談所設置に向けて碑文谷保健センターの土壌調査を実施する。
　また、土壌調査の結果を踏まえ、碑文谷保健センター解体工事に向けた解体設計を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.5「総合的な子ども家庭支援体制の構築」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 総合的な子ども家庭支援体制の構築

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　碑文谷保健センター土壌調査委託　　　21,954千円
　碑文谷保健センター解体設計委託　　　10,580千円

　ヤングケアラーとその家族の支援体制を強化するために、相談支援対応への専門的な立場からのアドバイ
スを受けるとともにSNS相談との支援連携を行う。また、周知・啓発のため、ワークショップや研修等を実施
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 ヤングケアラー支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ヤングケアラー支援事業費（委託等）　10,763千円

【歳入】
　児童虐待防止対策等総合支援事業費（国補助金）　7,174千円
　ヤングケアラーコーディネーター配置促進事業費（都補助金）　1,793千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

22,670

22,670

108,810

290,481

7,687

11,777
3

一時保育事業（新規開設保育所・小規模
保育所余裕活用型）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　一時保育事業補助金　　　　　　　　　　　　3,032千円
　一時保育新規開設園委託料　　　　　　　　　8,745千円

【歳入】
　子ども子育て支援事業交付金（国補助）　　　2,045千円
　子ども子育て支援事業交付金（都補助）　　　2,045千円

　子育て家庭を支援し、多様な保育ニーズに対応するため、一時保育事業を新たに実施する私立保育所に対
して運営費を助成する。また、小規模保育所における定員の空きを活用した一時保育事業を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 認可外保育施設保育料助成

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　認可外保育施設保育料助成金　　　　　　　　290,481千円

【歳入】
　認可外保育施設利用支援事業費（都補助金）　181,671千円

　認可保育所等に入所できず、やむを得ず認可外保育所等を利用することになった児童の保護者に対して、
経済的負担を軽減するため、助成区分に応じて保育料の一部を助成する。

　国が全国の地方公共団体共通の事務において利用するシステムについて、国が定めた標準仕様書に対応さ
せることを目的として法整備等を進めていることを踏まえ、子ども子育て支援システムを改修する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 子ども子育て支援システム標準化対応

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　子ども子育て支援システム標準化対応に係る経費　22,670千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

7,200

16,594

18,902

225,107

6,450

6,450
6 区立保育園の民営化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　第二上目黒保育園　原状回復工事・粗大ごみ等運搬処分委託　2,188千円
　ひもんや保育園不動産鑑定業務委託　　　　　　　　　　　　1,072千円
　中町保育園アスベスト調査・境界確定・用地測量委託　　　　3,190千円

　第二上目黒保育園の閉園に係る粗大ごみ等運搬処分及び原状回復工事経費、並びに今後民営化を予定して
いる保育園の不動産鑑定業務委託、境界確定・用地測量委託及びアスベスト調査委託経費を計上する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.6「区立保育園の民営化」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
ベビーシッター利用支援事業（一時預か
り利用支援）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　ベビーシッター利用支援事業経費（補助金等）　　　　　　　　　　225,107千円

【歳入】
　ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）（都補助金）　206,205千円

　子育て家庭を支援し、多様な保育ニーズに対応するため、ベビーシッター利用支援事業を実施し、ベビー
シッターを利用する保護者に対し、利用料の一部を助成する。
　また、申請書類審査業務及びコールセンター業務について委託し、問い合わせ先や審査の窓口の集約をす
る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 病後児保育事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　新規開設施設運営費補助及びICT予約システム使用料　16,594千円

 

 【歳入】
 　地域子ども・子育て支援事業費（国補助金）　　　　　4,598千円

　地域子ども・子育て支援事業費（都補助金）　　　　　4,796千円

　子育て家庭を支援し、多様な保育ニーズに対応するため、新規に病後児保育施設を開設する事業所に対し
て運営費を助成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

17,006

30,830

76,874

154,904

23,264

23,264
9 私立保育所法外援護費（民営化園）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　法外援護費及び保育充実加算費　23,264千円

　私立保育所に対する保育内容の充実及び民営化園の安定的な運営を図るために要する経費を助成する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.6「区立保育園の民営化」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 私立保育所運営費（民営化園）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　施設型保育給付費　　　　　　　　　　 154,904千円

【歳入】
　私立保育所利用者負担金　　 　　　　　　　　7,658千円
　私立保育所運営費（国負担金）　　　　　　　46,668千円
　私立保育所運営費（都負担金）　　　　　　　19,595千円
　子ども・子育て支援交付金（国補助金）　 　　　880千円
　東京都子供・子育て支援交付金（都補助金） 　　880千円
  保育施設等賃貸料　　　　　　　　　　　　　 2,349千円

　保育所民営化により令和７年度に新規開設する私立保育所の運営費。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.6「区立保育園の民営化」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7
園庭のない保育園の子どもたちを応援す
る事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　「ヒーローバス」運行事業経費　　　　30,830千円

 

 【歳入】
　保育対策総合支援事業費（国補助金）　13,824千円

　十分な広さの園庭がない私立保育所を対象に、園児と保育士を近くの広い公園や夏季にプールのある区立
保育所に送迎する事業（「ヒーローバス」による運行事業）を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

31,367

599,926

189,284

1,073,408

9,220

264,578
12 保育サービス推進事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　保育サービス推進事業補助金　　　　　　　264,578千円

 

 【歳入】
　保育サービス推進事業補助金（都補助金）　255,358千円

　地域の実情に応じた保育サービスの向上を図るため、特別保育事業等推進加算項目等を実施する保育事業
者（私立保育所、小規模保育所及び事業所内保育所）に対して、その取組に要する経費の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 保育従事職員宿舎借上げ支援事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　保育従事職員宿舎借上げ支援事業補助金　　　　　　1,073,408千円

【歳入】
　保育対策総合支援事業費（国補助金）　　　　　　　  303,687千円
　保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費（都補助金）　  580,437千円

　保育人材の確保、定着及び離職防止を図るため、保育従事職員が入居するための宿舎借上げを行う保育事
業者にその経費の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 保育士等キャリアアップ補助事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　保育士等キャリアアップ補助事業　　　　　　　　599,926千円

 

 【歳入】
　保育士等キャリアアップ補助事業費（都補助金）　568,559千円

　保育人材の確保、定着及び離職防止を図るため、保育士等が保育の専門性を高めながらやりがいをもって
働くことが出来るよう、保育士等の処遇改善を図る保育事業者にその費用の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

143

24,001

314,272

933,712

8,543

35,543
15 医療的ケア児支援事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　医療的ケア児支援事業補助金　　　　　　　　　　35,543千円

 

 【歳入】
　医療的ケア児保育支援事業費補助金（都補助金）　27,000千円

　医療的ケア児を私立保育所で受け入れるために、専門的知識を有した看護師を配置できるよう環境整備を
図るための経費の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14 賃借料補助事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　目黒区保育所等賃借料補助　　　　　　　　933,712千円

 

 【歳入】
　保育所等賃借料補助事業費（都補助金）　　619,440千円

　空き家、空き店舗等の賃貸物件を活用した保育所等を設置運営する保育事業者に対し、その事業の実施に
要する経費の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13 保育力強化事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　保育力強化事業補助金　　　　　　　24,001千円

【歳入】
　保育力強化事業補助金（都補助金）　23,858千円

　地域の実情に応じた保育サービスの向上を図るため、特別保育事業等推進加算項目等を実施する保育事業
者（認証保育所及び家庭福祉員）に対して、その取組に要する経費の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

2,058

6,174

1,963

5,426

2,371

7,113
18

子育てふれあいひろば（保育園）の新規
開設

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　子育てふれあいひろば事業運営費補助金　7,113千円

【歳入】
　重層的支援体制整備事業交付金（国補助金）　2,371千円
　重層的支援体制整備事業交付金（都補助金）　2,371千円

　地域の子育て機能の充実・子育て家庭の福祉の向上を図り、子育ての不安感等を緩和するとともに、子ど
もの健やかな育ちを支援するため、子育てふれあいひろばを新たに開設する私立保育所に対して運営費を助
成する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

17 保育人材確保支援事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　保育人材確保支援事業経費　　　　　　　　5,426千円

 

 【歳入】
 　保育対策総合支援事業費（国補助金）　　　2,712千円

　東京都保育人材確保支援事業費（都補助金）　751千円

　保育人材不足を解消するため、保育所等における新卒保育士の確保、就業継続支援及び潜在保育士の再就
職支援並びに相談窓口の設置等、保育人材確保支援事業を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16 障害児受入促進事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　障害児受入促進事業補助　　　　　　6,174千円

 

 【歳入】
　保育環境改善等事業費（都補助金）　4,116千円

　私立保育所に対して、医療的ケア児が安心して保育を受けられる保育環境を確保するため、必要な改修及
び備品の購入に要する経費の一部を補助する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

2,409

2,409

4,772

5,458

5,154

14,154
21

区立保育園看護師人材派遣事業（医療的
ケア児対応）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　看護師人材派遣事業者への委託経費　　　　　　 14,154千円

 

 【歳入】
　医療的ケア児保育支援事業費補助金（都補助金）　9,000千円

　区立保育園に入所している医療的ケア児に対し適切な医療的行為を行うため、専門的知識を有した看護師
を配置する必要があることから、人材派遣会社と契約し、安定的に看護師を配置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

20 区立保育園の運営（調理機器購入）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　調理機器購入経費　5,458千円
　
【歳入】
　保育環境改善等事業費（都補助金） 686千円

　区立保育園における保育や調理業務の安全性を確保するため、使用期間が長期かつ入替が推奨されている
調理機器を購入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

19 区立保育園の運営（災害備蓄品購入）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　災害備蓄品購入経費　2,409千円

　区立保育園における保育や災害時の安全性を確保するため、災害備蓄品を購入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

113



※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 343000 保育課

39,593

39,593

900,012 0 0

3,793,572 0 0
合計

22
区立保育園の運営（LED化工事及び非常通
報装置入れ替え）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　LED化工事及び非常通報装置入れ替え経費　39,593千円

　区立保育園における保育の安全性を確保するため、使用期間が長期かつ入替が推奨されている蛍光管のLED
化工事及び非常通報装置入れ替えを行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

16,104

16,104

10,450

10,450

4,950

4,950

31,504 0 0

31,504 0 0
合計

　コンサルタントの支援の下、想定した区域でのDXを活用した家屋被害調査を行い職員相互で情報共有する
とともに、GISを活用した「災害種類別被害区域図」及び「街区別家屋被害割合の分布図」を作成し、DIS
（東京都災害情報システム）の報告データ作成までの訓練を行う。
　対象者：都市整備職員6名

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.39「被災者の生活再建・復興支援の推進」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 都市復興支援体制の構築

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区都市復興訓練（家屋被害状況調査）業務（委託等）　　4,950千円

　都市計画変更の原案の案の住民説明会（5地区・区全体、計6回）を開催し、高度地区（高さ制限）の原案
を作成する。
　また、原案の住民説明会（5地区・区全体、計6回）を開催し、続いて都市計画決定手続きを行う。

　都市計画道路における課題等を整理するため、交通量調査や交通量推計等を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 建物の高さ制限のあり方検討事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　令和7年度高度地区都市計画変更支援業務（委託等）　　10,450千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　都市計画道路の調査等業務（委託等）　　16,104千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 501000 都市計画課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 都市計画道路の調査・解析
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

8,580

11,080

13,100

18,000

10,550

10,550
3

自由が丘駅周辺地区の公民連携まちづく
り活動支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　自由が丘エリアプラットフォーム活動等支援経費（委託等）　10,550千円

　自由が丘駅周辺地区の公民連携まちづくり活動支援では、公民連携の活動体制である自由が丘エリアプ
ラットフォームが策定した自由が丘未来ビジョンを踏まえて、都市再生整備計画を策定し、公民連携による
ウォーカブルなまちの実現に向けた取組を推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.21「自由が丘駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 祐天寺駅周辺地区の整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　祐天寺駅前広場再整備予備設計（委託等）　　　　　5,700千円
　祐天寺駅前広場再整備社会実験経費（委託等）　　　4,000千円
　祐天寺駅周辺地区まちづくり支援等業務（委託等）　8,066千円
　街づくり通信配布（委託等）　　　　　　　　　　　  234千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（国補助金）　　　　　　　4,900千円

　祐天寺駅周辺地区整備計画の推進のため、下記の委託を行う。
・まちづくり支援等業務委託
・駅前広場整備　予備設計委託

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.19「祐天寺駅周辺地区の整備」）に該当するものです。

　学芸大学駅周辺地区整備計画の推進のため、下記の委託、工事を行う。
・事業推進業務の委託
・交通安全施設等の整備工事

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.20「学芸大学駅周辺地区の整備」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 学芸大学駅周辺地区の整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　事業推進業務（委託等）　　　　4,246千円
　街づくり通信配布（委託等）　　　234千円
　交通安全施設等整備工事　　　　6,600千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（国補助金）　2,500千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

27,000

31,400

1,065,900

7,414,662

118,000

236,000
6 自由が丘東地区市街地再開発事業補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　市街地再開発事業補助金（自由が丘東地区）　236,000千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（市街地再開発事業等）（国補助金）　118,000千円

　自由が丘東地区市街地再開発事業補助では、国の制度を活用しながら、都市計画道路沿道における地域主
体の市街地再開発事業を支援することにより、都市計画道路整備と沿道周辺まちづくりを一体的な取組とし
て、都市計画道路の拡幅整備や広場、公衆トイレ等の整備等を促進し、ウォーカブルなまちの実現に向けた
歩行者環境の改善を効果的かつ効率的に推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.21「自由が丘駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
自由が丘一丁目29番地区市街地再開発事
業補助

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　市街地再開発事業補助金（自由が丘一丁目２９番地区）　7,414,662千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（市街地再開発事業等）（国補助金）　4,540,003千円
　都市計画交付金（都補助金）　　　　　　　　　　　　　　　　　718,759千円
　特別区債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,090,000千円

　自由が丘一丁目29番地区市街地再開発事業補助では、国の制度を活用しながら、都市計画道路沿道におけ
る地域主体の市街地再開発事業を支援することにより、都市計画道路整備と沿道周辺まちづくりを一体的に
取り組む。
　具体的には、都市計画道路の拡幅整備や地域共同荷さばき場、街角広場の整備等を促進し、ウォーカブル
なまちの実現に向けた歩行者環境の改善を効果的かつ効率的に推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.21「自由が丘駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
自由が丘駅周辺地区の都市計画道路沿道
まちづくり

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　自由が丘駅前西及び北地区街づくり検討会運営等支援経費（委託等）　8,406千円
　自由が丘駅周辺北地区地区再生計画作成等支援経費（委託等）　　　14,520千円
　自由が丘サンセットエリア及びサンリキ会・
　ひかり街まちづくり勉強会運営等支援経費（委託等）　8,440千円
　自由が丘駅周辺駐車場地域ルール運用委員会委員報酬　34千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（国補助金）　4,400千円

　自由が丘駅周辺地区の都市計画道路沿道まちづくりでは、国の制度を活用しながら、都市計画道路沿道に
おける地域主体のまちづくり活動を支援することにより、都市計画道路整備と沿道周辺まちづくりを一体的
に取り組む。具体的には、駐車場地域ルールの運用や地域共同荷捌き場の整備促進等により、ウォーカブル
なまちの実現に向けた歩行者環境の改善を効果的かつ効率的に推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.21「自由が丘駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

25,996

47,846

11,385

11,385

7,281

24,460
9

木造住宅密集地域整備事業（目黒本町五
丁目地区）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　整備計画推進事業費（委託等）　　　　　　　　 5,291千円
　公園用地従前建物解体工事　　　　　　　　　　 7,751千円
　公園整備工事基本設計及び実施設計（委託等）  11,418千円

【歳入】
　密集市街地総合防災事業補助金（国補助金)　 　11,453千円
　木造住宅密集地域整備事業費（都補助金）　　　 5,726千円

　地区の概要についての調査や住民主体の協議会の活動支援を行うとともに、公園候補地の調査及び取得へ
向けた取組や、取得した用地における公園の設計を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.41「木造住宅密集地域整備事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 目黒駅周辺地区のまちづくり

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒駅周辺地区整備計画の推進及び街づくり懇談会の運営支援経費（委託等）　3,652千円
　目黒駅周辺地区公民連携まちづくり活動支援経費（委託等）　7,733千円

　目黒区民センターの建替えを見据えた公民連携のまちづくりを進めるため、令和６年度に実施した地域へ
のヒアリングを再度行うか検討するとともにイベント等の実証実験を行いながら、区民や団体・事業者等が
交流・連携できる機会を創出する。
　また、新たな目黒区民センター敷地の公共空間や民有地などを活用しながら、地域が主体的にまちづくり
を推進できる仕組みを検討する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.23「目黒駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 中目黒駅周辺地区のまちづくり

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　中目黒駅周辺地区整備計画の推進及び街づくり協議会の運営支援経費（委託等）　6,730千円
　ウォーカブルなまちづくりの推進(都市再生整備計画事業）（委託等）          34,000千円
　ウォーカブルなまちづくりの推進（トランスラッピング）（委託等）　　　　　　7,116千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（まちなかウォーカブル推進事業）（国補助金）　17,000千円
　商店街無電柱化推進事業費（都補助金）　4,850千円

　整備計画に基づくまちづくりを推進するため、引き続き協議会の運営支援を行う。また、未来ビジョンに
基づき、住む人、働く人、訪れる人がより安全で快適に滞在・回遊できるなまちなかを形成するため、都市
再生整備計画に基づき、駅前機能の強化による回遊性の向上など、ウォーカブルなまちづくりを推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.22「中目黒駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

122,305

328,333

21,559

26,077
11 木密地域等の街づくりの再構築

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　木密事業延伸に向けた整備計画等作成委託　　　　　　　　6,026千円
　防災都市づくり推進計画整備プログラム等作成業務委託　　1,307千円
　祐天寺駅周辺地区災害に強いまちづくり検討調査委託　　 18,744千円

【歳入】
　密集市街地総合防災事業補助金（国補助金）　3,012千円
　木造住宅密集地域整備事業費（都補助金）　　1,506千円

　木造住宅密集地域整備事業、不燃化推進特定整備事業、整備地域不燃化加速事業等の事業進捗や今後の課
題を整理し、各種事業の継続に向けて事業ごとに整備プログラム等の作成・見直しを行い、事業延伸や事業

 導入の手続きを国や東京都と調整して進めていく。
　また、整備プログラム等の作成・見直しにあたっては、地域意見を反映させた内容にするため、地域主体

 の街づくり協議会等を通じて地域との調整を図りながら検討を進めていく。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10
木造住宅密集地域整備事業（目黒本町六
丁目・原町地区）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　整備計画推進事業費（委託等）　　  　　7,172千円
　電線類無電柱化事業費　　　　　　　　　3,564千円
　街づくり検討活動支援（委託等）　　　　8,932千円
　用地折衝（委託等）　　　　　　　　　　5,000千円
　公園整備費　　　　　　　　　　　　　126,194千円
　防災街区整備事業補助　　　　　　　  177,471千円

【歳入】
　密集市街地総合防災事業補助金（国補助金）　　122,632千円
　木造住宅密集地域整備事業費（都補助金）　　　 61,315千円
　不燃化推進特定整備事業費（都補助金）　　　　　2,500千円
　都市計画交付金（都補助金）　　　　　　　　　 19,581千円

　地区の概要についての調査や住民主体の協議会の活動支援を行うとともに、公園候補地の調査及び取得に
向けた取組や、すでに取得した用地における公園の設計・整備を行う。
　また、原町一丁目7番・8番地区防災街区整備事業に伴う、周辺道路の無電柱化及び道路舗装工事を実施す
る。
　さらに、原町一丁目3番地区防災街区整備事業組合設立に向けて同準備組合の支援に取り組む。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.41「木造住宅密集地域整備事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

57,722

111,432

18,829

35,857

7,453

14,905
14 西小山駅周辺の街づくり

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　街づくり整備計画推進事業費（委託等） 14,905千円

【歳入】
　不燃化推進特定整備事業費（都補助金）  7,452千円

　西小山駅周辺は、老朽木造住宅が密集しており、防災上の課題を抱えている。また、協議会や町会、商店
街から、商業の活性化についても大きな期待が寄せられている。令和5年4月に改定した「西小山街づくり整
備計画」に基づき、地域主体の協議会の運営を支援し、地区内の公園等の利活用体制構築に向けた検討や無
電柱化の検討や、地域の防災マップ作成等の取組等を進め、災害に強く安全・安心な街、賑わいと活力に満
ちた暮らしやすい街づくりに地域とともに取り組んでいく。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.43「西小山駅周辺の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13
整備地域等の不燃化促進（整備地域不燃
化加速事業）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,304千円
　戸建建替費助成等　　　　　　　　　　　　　　 28,553千円

【歳入】
　整備地域不燃化加速事業補助金（都補助金）     17,028千円

　対象となる整備地域内の土地や建物の所有者に対し、老朽建築物の除却や建替えに対する助成を行うこと
により、不燃化建替えの促進を図る。
　また、建替えに関する勉強会等の開催及び建替えプランの作成等により、事業の周知・啓発を図る。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.42「整備地域等の不燃化促進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

12
整備地域等の不燃化促進（不燃化推進特
定整備事業）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　士業派遣（報償費等）　　　　　　　　　　　　　　　　530千円
　まちづくりコンサルタント派遣等経費（委託等）　　 38,489千円
　戸建建替費助成等　　　　　　　　　　　　　　　　 72,413千円

【歳入】
　不燃化推進特定整備事業費（都補助金）             53,710千円

　不燃化特区内の土地や建物所有者に対し、専門家派遣や老朽建築物の除却や建替えに対する助成を行うこ
とにより、不燃化建替えの促進を図る。
　また、まちづくりコンサルタントや無接道敷地対策コーディネーターの派遣により、区民への普及・啓発
や無接道敷地解消に向けた支援を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.42「整備地域等の不燃化促進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

5,695

22,162

0

11,143

57,197

69,648
17 地域交通の支援の推進

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域公共交通会議報酬　　　　　　　　　　　　  74千円
　地域交通支援業務経費（委託等） 　　　　　 14,718千円
　運行業務経費補助　　　 　　　　　　　　　 54,856千円

【歳入】
　東京都持続可能な地域公共交通実現に向けた事業費補助金（都補助金）  12,450千円
　地域交通運行支援寄付金　1千円

　地域における移動に関する困りごとを解決するため、地域交通導入に向けた地域の取組を支援する。
・地域交通支援業務委託：2地区の検討会議体の運営や実証実験運行の継続及び導入に向けた取組みを支援。
・運行業務経費補助：東部地区の実証実験運行に伴う運行経費や車両導入費、北部地区の実証実験運行に伴
う運行経費を補助。
※この要求は、実施計画素案事業（計画No.25「地域交通の支援の推進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16 補助46号線沿道まちづくり推進

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　沿道まちづくり推進業務経費（委託等）　　　　　　　　11,143千円

【歳入】
　補助46号線沿道まちづくり推進費（都委託金）          11,143千円

　地元街づくり協議会活動の支援を行い、４６沿道まちづくり提案にある区及び都への要望事項について、
 関係機関と調整を図りながら要望の実現に向けた検討を進める。

　また、地域の防災上の課題解決や沿道地権者の生活再建に向けて、沿道の不燃化建替えや共同化の検討に
関する取組支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

15 都市防災不燃化促進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　一般建替え助成　　　　　　　　　　　 22,162千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（国補助金）     10,978千円
　都市防災不燃化促進事業費（都補助金）    5,489千円

　補助46号線沿道地区（原町一丁目・洗足一丁目地区）において、耐火建築物への建替えに要する経費の一
部を補助する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.44「都市防災不燃化促進事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502000 都市整備課

20,515

20,515

1,599,067 0 0

8,445,455 0 0
合計

18
自由が丘駅周辺地区の鉄道沿線まちづく
り

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　東急東横線・大井町線沿線地区歩行者・自転車ネットワーク検討調査業務経費（負担金） 　7,865千円
　東横線沿線まちづくり検討調査経費（委託等）　 12,650千円

　鉄道沿線街づくりでは、道路と鉄道の立体化の推進のため、広域的な道路ネットワークや自由が丘駅駅前
広場の整備等について検討を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.21「自由が丘駅周辺地区の街づくり」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

13,512

13,512

16,410

16,410

558

558

30,480 0 0

30,480 0 0
合計

　人流データの取得が可能なAIカメラを目黒区立緑が丘駅駐輪場に設置し、取得データを基に解析を行い、
解析結果に応じて地域課題の解消を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 駐輪場内へのAIカメラ設置

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　AIカメラ保守経費等　　558千円

　対象者別に直接的な交通安全教育を実施する。
　令和7年度は、他の年代等に比べ、死傷者の減少が鈍い、子ども、高齢者および自転車利用者、並びに現状
間接的なアプローチしかできていない20～30歳代、40～50歳代に対する交通安全教育事業を実施する。

　地籍調査事業は、国土調査法（昭和２６年施行）に基づき区市町村が事業主体となり、道路や水路等に面
する土地について、所有者、地番等の調査や現況測量を行うとともに、境界線を確認する事業である。
　本区は、東京都防災都市づくり推進計画の整備地域を中心に、大規模震災による復興の際など境界線の復
元等を迅速に行うことができるよう、平成20年度から実施しており、令和7年度においても着実に実施する必
要がある。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.39「被災者の生活再建・復興支援の推進」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 交通安全啓発強化事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　交通安全デジタルクイズラリー　　　　　　　　　 7,139千円
　交通安全シミュレーションゲーム 作成・運用費　　5,778千円
　交通安全紙芝居製作・配布・上演　　　　　　　　 3,300千円
　自転車乗り方教室　 　　　　　　　　　　　　　　  193千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地籍調査経費等（委託等）　　　　13,512千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502500 土木管理課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 被災者の生活再建・復興支援の推進
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

14,931

14,931

10,392

10,392

11,483

11,483
3 擁壁調査点検

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　擁壁調査点検（委託等）　11,483千円

　地震等災害時の道路崩壊や重大な事故の発生を未然に防ぐため、区が管理する擁壁の調査点検を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.34「道路・橋りょうの強靭化対策」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 東山イチョウ通り樹木診断及び測量業務

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　樹木診断及び測量業務（委託等）　10,392千円

　根上がりによる歩道舗装の損傷が著しい東山イチョウ通りの樹木について、長期的かつ適正な維持管理を
行うため、樹木診断及び測量業務により、基礎資料の作成を行う。

　デジタル技術の活用による効率的・効果的な舗装の維持管理及びコスト縮減により、区民サービスを向上
させるため、過年度実施した路面性状調査等を基に目黒区道路舗装維持管理方針を改定する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 目黒区道路舗装維持管理方針改定

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区道路舗装維持管理方針改定業務（委託等）　14,931千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

149,494

154,494

179,200

356,200

1

13,746
6 無電柱化の推進（計画）中目黒地区

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　東京共済病院前予備設計経費（委託等）　 13,746千円

【歳入】
　区市町村無電柱化事業費（都補助金）　 　13,745千円

　目黒区無電柱化推進計画に基づき、「都市防災機能の向上」、「安全で快適な歩行空間の確保」、「都市
景観の向上及び良好な住環境の形成」を目的として、優先整備路線の東京共済病院前の路線を無電柱化す
る。
　令和7年度は東京共済病院前の予備設計を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.46「無電柱化の推進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 無電柱化の推進（計画）上目黒地区

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒銀座商店街本体工事等　　　　　　356,200千円

【歳入】
　無電柱化推進計画事業費（国補助金）　　97,350千円
　区市町村無電柱化事業費（都補助金）　　79,650千円

　目黒区無電柱化推進計画に基づき、「都市防災機能の向上」、「安全で快適な歩行空間の確保」、「都市
景観の向上及び良好な住環境の形成」を目的として、優先整備路線の目黒銀座商店街の路線を無電柱化す
る。
　令和7年度は目黒銀座商店街の無電柱化本体工事、支障移設工事を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.46「無電柱化の推進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 無電柱化の推進（計画）大橋地区

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　東邦大学病院前（Ⅰ路線）車道整備（工事費等）　      154,494千円

【歳入】
　無電柱化推進計画事業費（国補助金）　　　　　　　　 2,750千円
　区市町村無電柱化事業費（都補助金）　　　　　　　　 2,250千円

　目黒区無電柱化推進計画に基づき、「都市防災機能の向上」、「安全で快適な歩行空間の確保」、「都市
景観の向上及び良好な住環境の形成」を目的として、優先整備路線の東邦大橋病院前路線を無電柱化する。
　令和7年度は東邦大学病院前（Ⅰ路線）の車道整備工事を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.46「無電柱化の推進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

8,935

8,935

53,118

53,118

23,340

23,340
9

道路・橋りょうの強靭化対策（橋りょう
長寿命化）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　無名橋整備詳細設計（委託等）　　 　　23,340千円

　目黒区橋りょう長寿命化修繕計画（令和4年3月改定）に基づき、橋りょうの継続的な安全性と信頼性を確
保するため、過年度実施した地盤等調査の結果を踏まえ、無名橋の詳細設計を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.34「道路・橋りょうの強靭化対策」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8
総合的な自転車対策の推進（自転車走行
環境整備）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　自転車走行環境整備（工事費等）　　52,644千円
　周知・啓発活動（消耗品等）　　　　　 474千円

　自転車の事故防止及び通行の円滑化を図るため、目黒区自転車走行環境整備計画に基づき、自転車走行環
境を整備する。
　自転車関連の事故防止や通行の円滑化を図るため、自転車通行ルールの周知や啓発活動を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.36「総合的な自転車対策の推進」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 安全・安心の道路交通対策

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　安全・安心の道路交通対策（工事費等）　　　　8,935千円

　第10次目黒区交通安全計画に基づき、誰もが安全・安心に通行できる道路環境を確保するため、保育園、
学校、ＰＴＡ、住区住民会議、交通管理者等と連携し道路交通対策を推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.35「安全・安心の道路交通対策」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

135,490

150,890

5,120

5,120

12,419

12,419
12 河川の環境改善（水質調査）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒川水質浄化対策検討業務（委託等）　12,419千円

　目黒川水質浄化対策検討業務委託：目黒川水質浄化対策計画に基づき、目黒川の水環境を改善していくた
め、悪臭の発生状況等や水質浄化対策の効果検証及び調整を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 城南河川清流復活事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　城南河川清流復活事業　5,120千円

　城南河川清流復活事業において、計画導水量を確保するため「城南河川清流復活事業における送水に係る
経費の負担に関する協定書」を東京都、港区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区及び渋谷区にて毎年締結
し、送水経費の一部を各区で負担している。協定に基づき、送水経費の一部を負担する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 橋りょう定期点検

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　橋りょう定期点検（委託等）　　　　　　　　　　　　　150,890千円

【歳入】
　道路メンテナンス補助事業費（国補助金）　　　　　　　　15,400千円

　道路法に基づき、5年に一回の橋りょう定期点検を実施する。また、定期点検結果に基づき、健全性の診断
結果を目黒区橋梁長寿命化修繕計画に反映させ、整備順位の見直しを検討する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.34「道路・橋りょうの強靭化対策」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

123,707

123,707

6,902

6,902

9,313

9,313
15 公園図面の電子化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　公園図面データのCAD化（委託等）　9,313千円

　電子データ化された公園等平面図のCAD化を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14 目黒川水質浄化対策施設の改良

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒川水質浄化対策施設流入管改良工事　6,902千円

　目黒川水質浄化対策施設より発生した臭気課題を解消するため、施設の改良工事を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13
河川の環境改善（河床整正・浚渫・護岸
洗浄）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　河川維持工事（河床整正・河床浚渫・護岸洗浄） 　123,707千円

　目黒川の船入場上流ではユスリカの発生、下流では臭気や白濁化が顕在化しており、区民から多くの環境
改善要望が出されている。東京都との協議結果に基づき、河床整正、浚渫及び護岸洗浄工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

21,957

26,957

13,800

18,521

100,154

138,656
18 公園リノベーション事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　公園リノベーション事業費（工事・委託等）　　　　　138,656千円

【歳入】
　地域福祉推進区市町村包括補助事業費（都補助金）　　20,533千円
　子供の遊び場整備事業費（都補助金）　　　　　　　　17,969千円

＜リノベーション工事・遊具等更新工事＞
　公園機能の拡充のため、老朽化施設の更新やバリアフリー化などを行う。
　また、健康で自分らしい暮らしの支援のため、公園等に健康遊具を設置する。

＜碑文谷公園公民連携事業公募支援業務委託＞
　目黒区立碑文谷公園における公民連携事業の実施に向けた、事業者の選定、協定締結を支援する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.26「公園リノベーション事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

17 大塚山公園拡張整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　測量・設計費（委託等）　　　　　18,521千円

【歳入】
　都市計画交付金（都補助金）　　　4,721千円

　大塚山公園未供用区域の拡張整備に向け、測量・設計を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16 公園施設長寿命化計画改定に向けた調査

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区公園施設長寿命化計画の改定に向けた調査（委託等）　26,957千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（防災・安全）（国補助金）　5,000千円

　目黒区公園施設長寿命化計画の改定に向け、令和7年度は公園施設の有無や損傷状況等を把握する「予備調
査」及び予防保全型施設の「健全度調査・健全度判定」を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

7,774

15,547

328

328

3,400

3,400
21 みどりの保全・創出（屋上・壁面緑化）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　みどりのまちなみ助成（屋上・壁面緑化）　3,400千円

　2050年のゼロカーボンシティの実現に向けてCO2の吸収源となる緑化推進のため、民有地におけるみどりの
創出（屋上・壁面緑化）のまちなみ助成を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.27「みどりの保全・創出」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

20 みどりの保全・創出（保存樹木）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　新規指定保存樹木等標識設置（委託等）　328千円

　民有地に残された樹木等を保全するため、保存樹木として指定し、維持管理費の一部費用の助成、賠償責
任保険への加入、標識の設置等を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.27「みどりの保全・創出」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

19 めぐろサクラ再生プロジェクト

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　樹木診断（委託等）  15,547千円

【歳入】
　サクラ基金繰入金　 7,773千円

　立会川緑道、九品仏川緑道、蛇崩川緑道及び児童遊園、公園を中心に、樹木医による桜の診断（外観診
断、機器診断）を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.28「めぐろサクラ再生プロジェクト」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 502700 みどり土木政策課

5,668

5,668

7,904

15,808

12,134

12,134

916,964 0 0

1,192,009 0 0
合計

24
目黒区みどりの基本計画及び目黒区生物
多様性地域戦略の改定

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区みどりの基本計画及び目黒区生物多様性地域戦略改定検討業務（委託等）　11,770千円
　改定検討委員会開催に係る報酬費　364千円

　令和5年度実施のみどりの実態調査と、令和6年度実施の公園等利用実態調査及び生物多様性地域戦略検証
調査を踏まえ、令和6年度の改定方針の検討に引き続き、両計画を一体とした計画として改定する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

23
生物多様性の確保（中根公園生物多様性
保全林事業）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　中根公園生物多様性保全林事業（委託等）　15,808千円

【歳入】
　区市町村との連携による環境政策加速化事業補助金　7,904千円

　中根公園は、甲虫類や鳥類等の多様ないきものが確認されている一方で、樹木等が成長し、樹林地の林床
の裸地化による植物相の変化や、外来種等による在来生物への影響など、自然環境の変化が生じている。
　令和7年度は中根公園で生物多様性保全林指定に向けて、課題の整理及び自然環境改善、管理運営計画の方
針検討などの取組を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.29「生物多様性の確保」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

22
生物多様性の確保（区民による身近な生
物調査）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　区民による身近な生物調査（委託等）　5,668千円

　いきものの生息拠点となっている場所を保全する基礎資料とするため、区民による生物調査結果の登録・
集計・解析・発信及び区民調査能力向上支援を行う。また、生物多様性保全林である碑文谷公園でエコアッ
プ講座による活動区民団体の育成を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.29「生物多様性の確保」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

69,885

69,885

60,849

60,849

110

110
3

無電柱化における地上機器ます等設置の
占用料

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　電線共同溝設備設置占用料　110千円

　目黒区無電柱化推進計画に基づき、優先整備路線の目黒銀座商店街の路線を無電柱化することに伴い、地
上機器ます、管路及び地上機器を設置する必要があるため、土地使用料を支払う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 空洞化対策工事(鷹番二丁目)

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　空洞化対策工事(鷹番二丁目)　60,849千円

　目黒区鷹番２丁目の歩道部で陥没が発生し、現地調査を行った結果、歩道部の地下に残置された管路が見
つかった。安全安心の道路環境の確保のため、管路の空洞を発砲モルタルにて充填し、道路陥没の原因を取
り除く。

　目黒川桜開花期間中の対策として、目黒川沿川道路や中目黒駅前交差点等の雑踏警備、沿川道路のごみ回
収及び橋詰め空間等での酒宴や植栽帯内への侵入を防止するためのロープ柵等設置を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 目黒川桜開花期間中の沿川等対策

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　目黒川桜開花期間中の沿川道路等対策経費（委託等）　69,885千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 503500 道路公園課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 503500 道路公園課

2,896

2,896

16,478

16,478

1,522

1,522
6 豪雨対策事業（資機材等整備）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　土のう保管箱　　　　1,126千円
　土のう保管箱カバー　　396千円

　局地的集中豪雨による浸水被害を最小限にするため、土のう保管箱の更新を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.47「豪雨対策事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 河川の環境改善（河川清掃）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒川等清掃・水面清掃（委託等）　16,478千円

　目黒川や呑川では、川面からの臭気、水面の白濁化、ユスリカの発生が顕在化していることから、河川清
掃及びユスリカ卵塊除去を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 豪雨対策事業（雨水浸透桝の設置）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　雨水浸透桝設置工事　　2,896千円

　「目黒区豪雨対策計画」に基づき、道路における雨水流出抑制対策として、浸透桝3か所を整備する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.47「豪雨対策事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 503500 道路公園課

3,000

3,000

9,788

9,788

9,053

9,053
9 道路公園サービス事務所備品購入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　道路公園サービス事務所備品購入　9,053千円

　土のう作成時の砂や道路工事で使用する砕石などの原材料の運搬や道路修繕工事などの舗装作業に使用し
ている備品を購入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 船入場水防倉庫設備改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　水防倉庫設備改修工事　　9,788千円

　船入場水防倉庫内の照明のＬＥＤ化及び消防設備の通信機能の改修を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 豪雨対策事業（止水板設置助成）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　止水板等工事費助成　3,000千円

　浸水被害の軽減を図るため、止水板等設置助成を実施する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.47「豪雨対策事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 503500 道路公園課

1,461

1,461

3,103

3,103

809

809
12 新設公園等の維持補修経費

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　新設公園等維持補修経費（工事費等）　809千円

　木造住宅密集地域内における公園・広場等の整備事業により、令和6年度中に5か所、令和7年度中に2か所
が新設されることから、既設公園と同様に維持補修工事等を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 新設公園等の維持管理経費

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　新設公園等維持管理経費（委託等）　3,103千円

　木造住宅密集地域内における公園・広場等の整備事業により、令和6年度中に5か所、令和7年度中に2か所
が新設されることから、既設公園と同様に清掃、樹木保護手入れ等の維持管理を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 公園リノベーション事業（防犯カメラ）

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　防犯カメラ設置（使用料等）　1,461千円

　公園等の防犯対策として、概ね1,000㎡以上の区立公園等を対象に防犯カメラを設置する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.26「公園リノベーション事業」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 503500 道路公園課

436

436

84,641

84,641

52,141

62,017
15 公園施設の改修

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　碑文谷公園池浄化設備修繕工事　　26,048千円
　公園等トイレ洋式化工事　　　　　26,093千円
　天空庭園管理棟改修工事　　　　　 6,085千円
　天空庭園・オーパス夢ひろば防犯カメラ増設・更新経費（委託等）　3,791千円

【歳入】
　サクラ基金繰入金　　　9,876千円

【碑文谷公園池浄化設備修繕工事】
　修繕計画に基づき、浄化設備の老朽化した部品を交換する。
　令和7年度は、取水ポンプ、生物膜ろ過槽、ろ過塔周りの配管等を交換する。
【公園等トイレ洋式化工事】
　公園及び児童遊園の和式便器13基について洋式化工事を実施する。（2か年計画の2年目）
【天空庭園・オーパス夢ひろば管理棟改修及び防犯カメラ増設・更新】
　設備改修工事を実施する。
　入口付近にカメラ2基を新設し、劣化した既存カメラを更新する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14 公園施設の改修（重点事業分）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　公園等LED化工事 　　　　　　　　　　　　　　 28,698千円
　碑文谷公園ポニー舎施設改修経費（工事費等）　 33,841千円
　中根公園応急仮設工事　 　　　　　　　　　　　14,901千円
　宮前公園パーゴラ設置工事　　　　　　　　　　　4,391千円
　菅刈公園放送設備設置経費（委託等）　　　　　　2,810千円

【公園等のLED化工事】
　園内灯機器（灯具）等の取替工事を行う。
【碑文谷公園ポニー舎施設改修工事】
　空調設備の更新と建物の断熱性向上のための屋根張替え等改修工事を行う。
【中根公園応急仮設工事】
　万年塀周辺にバリケードを設置し、危険個所の樹木を伐採する工事を行う。
【宮前公園パーゴラ設置工事】
　砂場部分のパーゴラ設置工事を行う。
【菅刈公園放送設備設置工事】
　園内放送設備の新規設置工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13 公園使用料のキャッシュレス決済導入

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　キャッシュレス決済導入（使用料等）　　436千円

　菅刈公園及びオーパス夢ひろばの公園使用料について、キャッシュレス決済を導入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 503500 道路公園課

8,151

23,708

18,232

36,463

73,162

73,162

415,717 0 0

459,381 0 0
合計

18 樹木の保全工事（緑道・道路緑地）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　樹木の保全工事　73,162千円

　老朽化や生育環境の悪化から樹勢が低下している桜について、基本剪定を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

17
めぐろサクラ再生プロジェクト（桜保全
工事）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　サクラ保全工事　　　22,478千円
　サクラの樹勢回復　　13,985千円

【歳入】
　サクラ基金繰入金　　18,231千円

　倒木の危険が高い桜の伐採や切り株の伐根、サクラ再生実行計画に基づく植替えや樹勢回復を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.28「めぐろサクラ再生プロジェクト」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16 駒場公園の文化財保存・修復整備

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　旧前田家本邸正門・門衛所等実施設計経費（委託等）　 　　 14,817千円
　東京都名勝指定 保存活用計画・実施計画策定経費（委託等）　8,891千円

【歳入】
　文化財補助事業費（国補助金）　7,408千円
　文化財補助事業費（都補助金）　8,149千円

　重要文化財（建造物）旧前田家本邸保存活用計画に基づき、国及び東京都の補助金を活用し保存・修理・
公開活用整備を推進する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.14「駒場公園の文化財保存・修復整備」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

33,733

179,209

2,979

5,957

9,930

9,930

46,642 0 0

195,096 0 0
合計

　罹災証明書の発行に必要な住家被害認定調査の調査票を、モバイル機器を活用し電子化し、調査の迅速化
を図る。併せて調査に関し専門的知識を有する職員を育成する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.39「被災者の生活再建・復興支援の推進」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 被災者生活再建支援システムの充実

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　モバイルパッケージ導入・運用（委託等）　4,375千円
　人材育成（委託等）　　　　　　　　　　　5,555千円

　土砂災害特別警戒区域内の既存建築物であって、土砂災害に対する構造耐力上の安全を有していないもの
に対して、移転および改修に必要な支援を行う。

　民間建築物等の耐震化を促進するため、耐震化にかかる経費を助成する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.45「民間建築物の耐震化」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 土砂災害対策－移転・改修支援

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　移転・改修支援補助　　　　　　　　　5,957千円
　
【歳入】
　社会資本整備総合交付金（国補助金）　2,978千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民間建築物の耐震化促進　　　　　　　　　　　　　　   　 179,209千円

【歳入】
　社会資本整備総合交付金（国補助金）　                     32,796千円
　地域防災拠点建築物整備緊急促進事業（国補助金）　　　　　 58,148千円
　東京都緊急輸送道路沿道建築物耐震化等促進事業（都補助金） 37,352千円
　東京都戸建住宅等耐震化促進事業（都補助金）　　　　　　    8,300千円
　東京都区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業（都補助金）  2,000千円
　東京都ブロック塀等安全対策促進事業補助金（都補助金）　　  1,105千円
　東京都マンション耐震化促進事業（都補助金）　　　　　　　  5,775千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 504000 建築課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 民間建築物の耐震化促進

138



※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

1,200

1,200

5,089

5,089

6,289 0 0

6,289 0 0
合計

　三田フレンズ内の高齢者福祉住宅における緊急通報システム設置工事を行う。

　木造住宅密集地域内に居住している住宅確保要配慮者と区内民間賃貸住宅に関して賃貸借契約を締結した
賃貸人及び仲介した不動産事業者に協力金を支払うことにより、不燃化建替えの促進を下支えする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 緊急通報システム設置工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　緊急通報システム設置工事　5,089千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　住宅確保要配慮者への住宅提供促進に係る協力金　1,200千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 504500 住宅課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 住宅確保要配慮者住宅提供促進協力金
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

48,087

67,887

7,463

7,463

30,300

30,300
3

再生可能エネルギー・省エネルギー設備
設置費助成

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　再生可能エネルギー・省エネルギー設備設置費助成　　 30,300千円

　家庭用再生可能エネルギー設備は、区内で普及促進が図れる脱炭素化設備であり、災害等で発生した停電
時における電力確保や、燃料費高騰に伴う電力価格高騰による家計への影響を緩和する手段としても大きく
注目を浴びている。省エネルギー設備とあわせて、家庭における二酸化炭素排出量削減に大きな役割を果た
すことから、引き続き導入支援を図っていく。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.31「再生可能エネルギー・省エネルギー設備設置費助成」）に該
当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 「多摩の森」活性化プロジェクト

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　「多摩の森」活性化プロジェクト事業費（森林整備事業、現場体験事業、木材利用事業）　7,463千円

 令和５年７月、森林環境譲与税を活用して多摩地域の森林整備を進めることを目的として、「森林環境譲与
税の活用に係る都内連携に関する協定」が参加自治体間で締結された。これにより、都内複数の自治体が連
携し一体的に森林整備を行う全国初の取組として「多摩の森」活性化プロジェクトがスタートした。目黒区
においても、2050年ゼロカーボンシティ実現に向けた取組を更に加速させるため、令和７年度より当該プロ
ジェクトへ参加する。
　事務局である東京都がプロジェクトの全体調整を行い、特別区及び多摩市町村が連携して森林整備等事業
（森林整備、カーボンオフセット、現場体験、木材利活用）を実施する。

　喫煙所を増設するため、「公衆喫煙所（区が整備・運営する喫煙所）の増設」と「指定喫煙所（民間事業
者が整備・運営し、区が指定した喫煙所）の指定推進」を図る。
【公衆喫煙所の増設】
　令和7年度から新たに供用開始予定の公衆喫煙所の維持管理費を計上する。
【指定喫煙所の指定推進】
　指定喫煙所を運営するためには、喫煙所を設置する際の「整備費」、喫煙所を運営していく際の「維持管
理費」、設備メンテナンスのための「改修費」の3つの費用が生じる。特に、指定喫煙所とすることで、多く
の喫煙者が利用するため、「維持管理費」「改修費」は大きくなる。ついては、指定喫煙所の指定を推進す
るため、喫煙所整備費に対する補助事業に加えて、喫煙所の維持管理費・改修費に対する補助を新たに実施
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 喫煙所整備事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　公衆喫煙所維持管理経費　　　　　　　　　　　　　  9,387千円
　指定喫煙所整備費補助事業　　　　　　　　　　　　 39,600千円
　指定喫煙所維持管理費補助事業　　　　　　　　　　  9,000千円
　指定喫煙所改修費補助事業　　　　　　　　　　　　  9,900千円

【歳入】
　保健医療政策区市町村包括補助事業費（都補助金）　 19,800千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 631000 環境保全課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 631000 環境保全課

5,330

5,330

10,000

10,000

11,000

11,000
6

区有施設の電力供給における脱炭素化の
推進（新規導入分）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　区有施設電力の脱炭素化経費（電気料）　11,000千円

　目黒区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）「めぐろエコプラン３」において、区有施設における温室
効果ガス総排出量の削減数値目標を2013年度を基準とし、計画最終年度である2030年度において、温室効果
ガス総排出量を53％削減することを目標としている。
　これまでの通常の電力契約から「再生可能エネルギー100％メニュー」の電力契約に切り替えることで脱炭
素化を推進していく。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.30「区有施設の電力供給における脱炭素化の推進」）に該当する
ものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
区有施設への再生可能エネルギー設備導
入事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　太陽光発電システム・蓄電システム調査経費（委託等）　　10,000千円

　既存の区有施設へ太陽光発電システム及び蓄電システムを効果的に設置することを目的とし、太陽光発電
システム等の設置可能スペースや耐荷重、日射や周囲への影響等を確認するため、専門事業者へ調査を依頼
する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 事業者の脱炭素化に向けた支援事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　事業者の脱炭素化設備導入支援事業　5,330千円

　目黒区環境基本計画では、2050年のゼロカーボンシティの実現を目指した重点プロジェクトの一つに、
「区内事業所におけるゼロカーボンの推進」を掲げている。その支援策の一つとして、令和７年度より事業
者の脱炭素化に向けた支援事業を新たに実施する。
  具体的には、国などが実施する事業所向け省エネルギー診断の受診費用と、診断結果に即した再エネ・省
エネ設備の導入費用の一部を助成するとともに、効果的・効率的な取り組み事例を区公式WEBサイトで公表す
ることで、区内事業所の脱炭素化に向けた取り組みを加速させる。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 631000 環境保全課

18,386

18,386

20,000

20,000

150,566 0 0

170,366 0 0
合計

8
友好都市と連携したカーボンオフセット
事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　友好都市とのカーボンオフセット事業費　　20,000千円

　友好都市と連携し、森林環境譲与税を活用して地方の森林整備等を行うことにより、持続可能な森林の循
環の確立に向けた広域的な取組を推進するとともに、カーボンオフセットを実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7
区有施設の電力供給における脱炭素化の
推進（電力プラン切替分）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　区有施設電力の脱炭素化経費（非化石証書からの切替分）（電気料）　18,386千円

　目黒区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）「めぐろエコプラン３」において、区有施設における温室
効果ガス総排出量の削減数値目標を2013年度を基準とし、計画最終年度である2030年度において、温室効果
ガス総排出量を53％削減することを目標としている。
　令和５年度及び令和６年度において、電力に付随する環境価値を証書化した「非化石証書」を調達した施
設について、「再生可能エネルギー100％メニュー」に電力契約を切り替える。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

2,435

2,435

17,388

17,388

1,030

1,030

20,853 0 0

20,853 0 0
合計

　使い捨てプラスチック削減に向け、紙・木・草・竹などの環境に配慮した素材の容器包装を導入する事業
者の支援及びリユース容器の利用促進に取り組む事業者への支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 プラスチック削減啓発事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　プラスチック削減啓発経費（補助金等）　　　1,030千円

　インターネット上でのクレジットカード決済等に対応できる決済システムを導入する。

【生ごみの資源化】
　可燃ごみの25.8％を占める生ごみ減量に向けて、都市型コンポストによるモニター事業を実施して普及啓
発を強化するとともに、コンポストの持続可能性を検証する。
【衣類回収プロジェクト】
　回収拠点を増やし、リサイクル率の向上を図る。
【食品ロス削減】
　食品ロス削減レシピ提案に加え、官民連携を強化し、区民参加型イベントを実施することで食品ロス削減
の機運醸成を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2
粗大ごみ処理手数料徴収に係るキャッ
シュレス化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　粗大ごみ受付システムにおける電子決済サービス機能追加に係る改修費用　 13,244千円
　ＰＧマルチペイメントサービスシステム導入に係る費用            　　　　 330千円
　ＰＧマルチペイメントサービスのシステム利用料　　　　　　　　  　　　　3,814千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　生ごみの資源化事業経費　　　　　571千円
　衣類回収プロジェクト事業経費　1,437千円
　食品ロス削減事業経費　　　　　　427千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 632000 清掃リサイクル課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 ごみ減量施策の推進
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

2,874

3,149

9,592

9,592

9,456

9,456

21,922 0 0

22,197 0 0
合計

　竣工後25年が経過し老朽化した清掃事業所の設備の改修工事を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 清掃事業所の改修工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　洗車機設置工事等　9,456千円

　清掃事業所内の整備工場及び洗車場から発生する排気ガスや粉塵・臭気を除去する装置の脱臭剤を３年毎
に交換する。

　燃やすごみとして焼却されている古布や古着を、資源として回収し、古布リサイクル事業者に再生利用等
を委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 脱臭装置の脱臭剤交換取付委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　脱臭剤交換経費（委託等）9,592千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　古布回収・資源化経費（委託等）　3,149千円

【歳入】
　古着・古布回収売却収入　275千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 633000 清掃事務所

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 古布回収・資源化業務
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

7,776

7,776

7,776 0 0

7,776 0 0

　現システムベンダーに委託し、標準仕様に適合したシステムへ適切に移行できるよう準備を進める。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

合計

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　選挙システム標準化対応に伴う業務委託・アプリケーション等利用料　7,776千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 721000 選挙管理委員会事務局

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1
地方公共団体情報システム標準化（選挙
システム）
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

7,446

7,446

7,446 0 0

7,446 0 0

　ハードウェア及びソフトウェアのバージョンアップを行う。

合計

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　システムバージョンアップ経費（委託等）　7,446千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 761000 区議会事務局

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 委員会システムバージョンアップ
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

1,050

1,190

2,954

5,442

18,826

18,826

　子どもや学校関係者の安全確保を図るため、警備業務委託により警備員を配置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3 学校・園安全管理強化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学校・園警備業務（委託等）　　　　18,826千円

　令和7年4月に開校予定の目黒西中学校について、通学距離の関係から徒歩以外での通学を必要とする生徒
に対して、通学負担の緩和措置を講じる。
　自由が丘一・二・三丁目の一部地域、緑が丘二丁目の一部地域に居住の生徒を対象として、公共交通機関
の交通費補助を行うこととし、また、緑が丘三丁目に居住の生徒を対象として、車両による対応を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.9「統合新校の新校舎建設」）に該当するものです。

　令和7年度より小学校2校及び中学校1校に学校運営協議会を設置するため、協議会委員への報酬の支給及び
必要物品の購入等を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 目黒西中学校の通学負担緩和措置

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　登下校便等運行管理（委託等）　4,246千円
　交通費補助　　　　　　　　　　1,196千円

【歳入】
　新しい学校づくり重点支援事業補助金（都補助金）　　2,488千円

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学校運営協議会設置事業経費（報酬等）　1,190千円

【歳入】
　コミュニティ・スクール推進体制構築事業補助金（都補助金）　140千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 801000 教育政策課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 学校運営協議会設置事業
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 801000 教育政策課

3,234

3,234

51,604

51,604

77,668 0 0

80,296 0 0
合計

　業務委託により、学校の用務・警備・学童擁護業務を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5 学校用務業務等委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学校用務業務（2校）（委託等）　51,604千円

　スクールゾーンの時間帯変更又は保護者・地域住民による見守り体制構築等を行うまでの間、登校時の交
通安全強化のため、補助員を配置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
通学路・スクールゾーンの交通安全対策
の体制強化

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　登校時交通安全補助員配置（委託等）　　　3,234千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

24,878

24,878

23,820

29,922

894,681

1,681,381
3 学習系システム整備（小学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　教育システム整備経費（委託等）　　  108,233千円
　GIGAシステム整備経費（委託等）　　1,573,148千円

【歳入】
　学校施設整備基金繰入金　　　　　　　786,700千円

　区立小学校で使用する学習系システム（教育システム（指導者用ＰＣ、大型提示装置等）及びＧＩＧＡシ
ステム）を更新するとともに、校内ネットワーク環境の改善を図る。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.9「学校のＩＣＴ環境整備」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 学習系システムの運用管理（小学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学習系システム（教育システム及びGIGAシステム）の運用管理経費（委託等）　29,922千円

【歳入】
　公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金（国補助金）　　　　　　　  3,051千円
　東京都GIGAスクール運営支援センター整備支援事業費補助金（都補助金）　3,051千円

　学習系システム（教育システム及びGIGAシステム）の運用管理を行う。

　区立中学校における、地域連携・地域移行も含めた持続可能な部活動の推進に向け、委託による外部指導
者の配置・効果検証を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 持続可能な部活動の推進

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　外部指導者の配置・効果検証経費（委託等）　24,878千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

33,190

33,190

449

449

19,765

19,765
6 給食用備品購入（小学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　給食用備品入替（備品購入等）　19,765千円

　老朽化している給食用備品を新規備品へ入れ替える。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
基幹系システムの標準化に伴う校務支援
システムとの連携テスト（小学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　基幹系システムの標準化に伴う校務支援システムとの連携経費（委託等）　449千円

　校務支援システム保守委託事業者に連携テスト作業を委託する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 校務系システムの機能拡充（小学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　校務系システムの機能拡充経費（役務費等）　　　　　　　　　33,190千円

　校務系システムでの教職員のテレワーク環境拡充のため、ＵＳＢドングルを増設する。
　また、教員用ＧＩＧＡシステム端末からクラウドデータへアクセスするためのデバイス管理の仕組みを導
入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

333,201

666,401

10,641

10,641

85,677

89,247
9 小学校施設の改修

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　八雲小学校ほか16校給食調理室空調設置工事等　89,247千円

【歳入】
　学校施設環境改善交付金（国補助金）　3,570千円

　児童や学校職員が安全かつ快適に学校生活を送ることができるよう、経年劣化した施設や設備の修繕や学
校環境の改善を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8 民間プール水泳指導委託に係る経費

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　民間プール水泳指導経費（委託等）　　10,641千円

　児童の泳力向上及びプール施設の維持管理負担軽減のために、民間プール施設へ水泳指導を委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7
区立小・中学校給食費保護者負担ゼロ
（小学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　給食費保護者負担ゼロ対応経費　　　　　　　　　　　666,401千円

【歳入】
　東京都公立学校給食費負担軽減事業補助金（都補助金）333,200千円

　物価高騰の影響を受ける児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、令和7年度の給食費の保護者負
担をゼロにする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

27,190

27,190

298,647

2,152,539

903

903
12

学級数増に伴う学校備品等の購入（中学
校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　普通教室整備経費（備品購入等）　　903千円

　学級数の増加による普通教室の増設整備に伴い、クラス運営に必要となる物品を購入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

11 小学校施設の計画的な更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　建築工事等　　　2,152,539千円

【歳入】
　学校施設環境改善交付金（国補助金）等　1,200,470千円
　学校施設整備基金繰入金　　　　　　　　　653,422千円

 老朽化した学校施設を計画的に更新し、学校における教育環境の改善を図るとともに、地域コミュニティの
拠点として住区センター等との複合化を図る。令和7年度は、向原小学校における既存校舎解体、新校舎建
設、仮設校舎借上げ等、鷹番小学校における新校舎実施設計、既存校舎改修等のほか、大岡山小学校の建替
えに向けた敷地測量等を行う。また、学校施設更新計画の改定に向けた検討作業を行う。
　

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.11「学校施設の計画的な更新」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10 小学校の空調設備更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　空調設備更新経費（委託等）　27,190千円

　老朽化した小学校の空調設備を更新するために、事業手法の検討を行うとともに事業実施支援業務の委託
等を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.12「学校の空調設備更新」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

11,656

13,596

323,251

573,564

10,561

10,561
15 校務系システムの機能拡充（中学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　校務系システムの機能拡充経費（役務費等）　　　　　　　　　10,561千円

　校務系システムでの教職員のテレワーク環境拡充のため、ＵＳＢドングルを増設する。
　また、教員用ＧＩＧＡシステム端末からクラウドデータへアクセスするためのデバイス管理の仕組みを導
入する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

14 学習系システム整備（中学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　教育システム整備経費（委託等）　　  73,015千円
　GIGAシステム整備経費（委託等）    500,549千円

【歳入】
　学校施設整備基金繰入金　　　　　 　250,313千円

　区立中学校で使用する学習系システム（教育システム（指導者用ＰＣ、大型提示装置等）及びＧＩＧＡシ
ステム）を更新するとともに、校内ネットワーク環境の改善を図る。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.9「学校のＩＣＴ環境整備」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

13 学習系システムの運用管理（中学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学習系システム（教育システム及びGIGAシステム）の運用管理経費（委託等）　13,596千円

【歳入】
　公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金（国補助金）　　　　　　　  　970千円
　東京都GIGAスクール運営支援センター整備支援事業費補助金（都補助金）　　970千円

　学習系システム（教育システム及びGIGAシステム）の運用管理を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

143

143

1,755

1,755

115,507

231,014
18

区立小・中学校給食費保護者負担ゼロ
（中学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　給食費保護者負担ゼロ対応経費　231,014千円
 
【歳入】
　東京都公立学校給食費負担軽減事業補助金（都補助金）　115,507千円

　物価高騰の影響を受ける児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、令和7年度の給食費の保護者負
担をゼロにする。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

17 給食用備品購入（中学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　給食用備品入替（備品購入等）　　1,755千円

　老朽化している給食用備品を新規備品へ入れ替える。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

16
基幹系システムの標準化に伴う校務支援
システムとの連携テスト（中学校）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　基幹系システムの標準化に伴う校務支援システムとの連携経費（委託等）　 143千円

　校務支援システム保守委託事業者に連携テスト作業を委託する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.2「地方公共団体情報システム標準化の推進」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

88,210

95,708

6,418

6,418

364,134

4,183,536
21 統合新校の新校舎建設

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　建築工事等　　　4,183,536千円

【歳入】
　学校施設環境改善交付金（国補助金）　3,028,963千円
　学校施設整備基金繰入金　　　　　　　　790,439千円

　旧第九中学校及び旧第十一中学校の既存校舎解体工事を行うとともに、目黒南中学校及び目黒西中学校の
新校舎建設工事等を進める。また、統合新校の開校に伴い、開校式典の開催と標準服の購入を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.10「統合新校の新校舎建設」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

20 中学校の空調設備更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　空調設備更新事業（委託等）　6,418千円

　老朽化した中学校の空調設備を更新するために、事業手法の検討を行うとともに事業実施支援業務の委託
等を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.12「学校の空調設備更新」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

19 中学校施設の改修

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　第一中学校ほか２校給食調理室空調設置工事等　95,708千円

【歳入】
　学校施設環境改善交付金（国補助金）　7,498千円

　生徒や学校職員が安全かつ快適に学校生活を送ることができるよう、経年劣化した施設や設備の修繕や学
校環境の改善を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 802000 学校運営課

48,963

48,963

5,055

5,055

2,113

2,862

2,730,808 0 0

9,909,681 0 0
合計

24 物価高騰対策に係るこども園賄費の増

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　こども園賄費の増額経費　2,862千円

【歳入】
　教職員・給食調理員等実費負担　749千円

　物価高騰の影響を受ける中で、こども園給食の水準を維持するため、こども園賄費を増額する。また、園
児の保護者の経済的負担軽減のため、増額分についても公費で負担する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

23
ひがしやま幼稚園における弁当給食の提
供

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　弁当給食提供経費（委託等）　5,055千円

　保護者の負担軽減及び幼児の食育推進のため、ひがしやま幼稚園の弁当給食を保護者負担ゼロで提供す
る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

22 中学校施設の計画的な更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　中学校施設の更新経費（委託等）　48,963千円

　老朽化した学校施設を計画的に更新し、学校における教育環境の改善を図る。令和7年度は、第一中学校の
建替えに向けて土壌汚染調査委託等を行う。また、学校施設更新計画の改定に向けた検討作業を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.11「学校施設の計画的な更新」）に該当するものです。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

90,409

90,409

0

4,500

46,312

141,485
3 ICT活用の推進

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　GIGA支援員配置経費（委託等）                 　　　　　　　126,898千円
　デジタル教科書の導入経費（使用料等）　 　　　　　　　　　　　 14,587千円

【歳入】
　東京都デジタル利活用支援員配置支援事業補助金（都補助金）　　　95,173千円

　ICTの活用により児童・生徒の情報活用能力の効率的な向上を図るため、GIGA支援員の配置やデジタル教科
書の導入を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 とうきょう すくわくプログラム推進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　とうきょう すくわくプログラム推進事業（需用費等）　　　　4,500千円

【歳入】
　とうきょう すくわくプログラム推進事業補助金（都補助金）　4,500千円

　「とうきょう すくわくプログラム」に基づき、区立の各幼稚園・こども園の環境や強みを活かしながら、
それぞれの園が設定するテーマに沿って、幼児の興味・関心に応じた探究活動を実践する費用を各園に対し
て助成する。

　都費教職員の出退勤管理や年次有給休暇、旅行命令等の勤怠管理を行う教職員出退勤管理システムについ
て、システム更改を行い、都費教職員の出退勤管理のさらなる効率化を図る。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 教職員出退勤管理システム更改

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　教職員出退勤管理システム更改（委託等）　90,409千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 804000 教育指導課

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 804000 教育指導課

6,510

6,510

0

189,189

17,345

17,345
6 体験型英語学習事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　イングリッシュ・キャンプ実施経費（委託等）　9,141千円

　日帰り体験型英語学習事業費(負担金等)　　　　8,204千円

　英語によるコミュニケーション機会の充実のため、英語コミュニケーション合宿であるイングリッシュ・
キャンプ及び東京版英語村「TOKYO　GLOBAL　GATEWAY」を活用した日帰り体験型英語学習事業を実施する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
エデュケーション・アシスタント配置支
援業務委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　エデュケーション・アシスタント配置支援事業経費（委託等）　　　189,189千円

【歳入】
　エデュケーション・アシスタント配置支援事業補助金（都補助金）　189,189千円

　教員の負担軽減を図るため、小学校第1学年から第3学年までについて、副担任相当の業務を担う人材を委
託によって配置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4 学習支援の充実

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　中学校探究学習支援事業経費（委託等）　6,510千円

　総合的な学習の時間について、探究的なプログラムの実施に向けた支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 804000 教育指導課

5,040

17,640

93,280

93,280

59,853

124,410
9 特別支援教育支援員の支援時間拡充等

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　特別支援教育支援員謝礼　　　　　　　　　　　　　　　　　　109,894千円
　特別支援教育支援員（介助的補助）謝礼　　　　　　　　　　　 13,200千円
　特別支援教育に関する学識経験者による授業観察・指導助言謝礼　1,316千円

【歳入】
　東京都公立小・中学校インクルーシブ教育支援員配置補助金（都補助金）　　64,557千円

　区立小・中学校の通常の学級に在籍し、学習面及び生活面で特別な支援を必要とする児童・生徒は増加傾
向にあり、その対応が求められていることから、対象児童・生徒への支援を行う特別支援教育支援員の支援
時間を拡充する。
　また、区立小・中学校、区立幼稚園・こども園において、特別支援教育の専門性をもつ教員を育成するた
め、大学等の学識経験者による授業観察や幼児・児童・生徒への効果的な支援に関する指導助言を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

8

下目黒小学校移転に係るめぐろ学校サ
ポートセンターの改修工事に向けた設計
業務委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　設計業務経費（委託等）　93,280千円

　めぐろ学校サポートセンターの改修に必要な設計業務を実施する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.1「新たな区民センター整備と周辺街づくり」）に該当するもの
です。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

7 校内別室指導支援員配置事業

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
 　校内別室指導支援員謝礼　　　　　　　　　　　　17,640千円

 

 【歳入】
　校内別室指導支援員配置事業補助金（都補助金）　12,600千円

　校内の別室であれば登校できる生徒に対して、自己存在感や充実感を感じられる場所を中学校内に設置
し、安心して学校生活を送ることができるよう、校内別室指導支援員を配置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 804000 教育指導課

17,102

21,703

251

501

336,102 0 0

706,972 0 0
合計

11 学習支援教室めぐろエミール分室の開設

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　学習支援教室めぐろエミール分室の開設経費（報償費等）　　　　　501千円

【歳入】
　教育支援センター機能強化補助事業費（都補助金）　　　　　　　250千円

　不登校児童・生徒数は全国的に増加傾向にあり、本区においても年々増加している。現在めぐろ学校サ
ポートセンター内にある学習支援教室めぐろエミールでは、学校を休みがちな児童・生徒を対象に学習の指
導や支援を行っているが、自宅から遠い等の理由で通いづらい児童・生徒のために、めぐろエミール分室を
開設し支援を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

10
人材派遣委託による小・中学校への看護
師等配置

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　人材派遣による看護師配置経費（委託等）　　 13,805千円
　人材派遣による介助員配置経費（委託等）　　　7,898千円

【歳入】
　教育支援体制整備事業費補助金（国補助金）　　4,601千円

　区が看護師を雇用して配置している肢体不自由特別支援学級わかたけ学級を除き、増加する区立小・中学
校に在籍する医療的ケアを必要とする児童・生徒への安全かつ適切な医療的ケアを実施するため、人材派遣
委託による看護師配置を拡充する。
　また、区立小・中学校に在籍する医療的ケアを終了した日から１年以内の児童・生徒等の安全確保のた
め、人材派遣委託による介助員を配置する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

2,386

2,386

859

2,584

840

840

　7年度からコミュニティルームとしての位置づけとなる目黒本町社会教育館・東山社会教育館・目黒区民セ
ンター社会教育館・中央町社会教育館・緑が丘文化会館について、既にWi-Fiが導入されている住区センター
との利用環境の平準化を図るため、Wi-Fi環境を整える。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

3

コミュニティルームの利用環境平準化に
伴うWi-Fiルーターの設置（目黒本町社会
教育館ほか）

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　Wi-Fiルーター設置経費（需用費等）　840千円

　令和7年度から3校の先行実施校にて学校運営協議会が設置されるため、地域学校協働本部の整備・運営
や、地域学校協働活動推進員の活動への支援を行う。

　目黒区指定文化財である「祐天寺木造二天王立像」は、劣化が著しく、所有者が修理を実施する意向があ
ることから、補助金を交付する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 地域学校協働活動推進事業

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　地域学校協働活動推進事業経費（報償費等）　2,584千円

【歳入】
　地域学校協働活動推進事業費補助金（都補助金）　1,725千円

要求額の
主な積算内訳等

 【歳出】
　「祐天寺木造二天王立像」修理（2年度目）　2,386千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 806000 生涯学習課

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

1 区指定文化財保存事業費補助金交付
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 806000 生涯学習課

15,756

15,756

19,841 0 0

21,566 0 0
合計

　施設運営委託について、近年の人件費高騰等の影響を考慮し、必要額を計上する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
施設運営委託費（東山地区センター）の
増額

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　施設運営経費（増額分）（委託等）　15,756千円
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

11,945

11,945

0

130,995

6,704

6,704
3 守屋図書館駐輪場街灯のＬＥＤ化工事

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　街灯のＬＥＤ化工事　6,704千円

　守屋図書館駐輪場街灯のＬＥＤ化工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

2 めぐろパーシモンホール舞台機構等更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　大ホール客席リミットスイッチほか改修工事　　　　　130,995千円

【歳入】
　施設整備基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　130,995千円

　施設老朽化によりめぐろパーシモンホール大ホール及び小ホールの改修を行う。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.15「文化ホール事業運営に係る設備改修」）に該当するもので
す。

　老朽化に伴い、めぐろ区民キャンパス内に配置しているＵＰＳバッテリーの更新工事を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

査定額
主な増減理由等

1 めぐろ区民キャンパスの設備改修工事等

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　めぐろ区民キャンパスＵＰＳバッテリー更新工事　11,945千円

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 808000 八雲中央図書館

整理
番号

事業名 要求額 予算案
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※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 808000 八雲中央図書館

6,394

6,394

909

909

10,780

10,780
6 図書資料費の増額

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　図書資料費の増額　　　10,780千円

　住民ニーズや社会状況、資料全体のバランスを踏まえて策定した図書購入の執行計画（令和５年度～７年
度）に基づき、計画的に購入を進める。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

5
インターネット及び障害者サービスシス
テム機器等の更新

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　インターネット及び障害者サービスシステム機器等借上げ（使用料等）　909千円

　利用者等が引き続きインターネット閲覧やデータベース利用による情報収集を適切に行うことができるよ
う、現在使用しているシステム機器等の更新を行う。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

4
目黒区子ども読書活動推進計画策定支援
業務委託

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　目黒区子ども読書活動推進計画策定支援業務（委託等）　　　6,394千円

　子どもの読書活動の推進に関する計画の策定にあたり、各種調査等の実施や結果の分析、計画策定検討委
員会の運営補助等、一部の業務を専門コンサルタントに委託する。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等

164



※「予算案」「査定額」「主な増減理由等」欄については、2月公表。

上段：一般財源ベース

下段：歳出ベース （単位：千円）

令和７年度当初予算編成状況公表シート

所属 808000 八雲中央図書館

4,105

4,105

40,837 0 0

171,832 0 0
合計

7 電子図書館資料（電子書籍）の充実

要求額の
主な積算内訳等

【歳出】
　電子図書館資料等経費（使用料等）　　　4,105千円

　【事業内容】
　電子書籍を年間を通して計画的に購入（収集）する。また、地域資料等をデジタル化する。

※この要求は、実施計画素案事業（計画No.13「電子図書館資料（電子書籍）の充実」）に該当するもので
す。

整理
番号

事業名 要求額 予算案 査定額
主な増減理由等
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